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※「こども」の表記について 

こども基本法（令和 4 年法律第 77 号）において、「こども」とは、「心身の発達の過程にある者」

と定義されています。 

同法の基本理念として、すべてのこどもについて、その健やかな成長が図られる権利が等しく保

障されること等が定められており、その期間を一定の年齢で画する事のないよう、本計画において

も「こども」表記をしています。 

ただし、法令に根拠がある場合や固有名詞、他の語との関係で「こども」表記以外の語を用いる

必要がある場合は「子ども」表記を使用しています。 

このため、本計画では「こども」と「子ども」の語が混在する表現になっています。 

※「障がい」の表記について 

本計画では、「障害者」等の「害」の字の表記について、「害」という否定的なイメージに配慮し、

可能な限り平仮名で表記しています。 

ただし、法令等に基づく法律用語や施設等の固有名詞、医学・学術用語等については、これまで

通り「害」の字を使用しています。 

このため、本計画では「がい」と「害」の字が混在する表現になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

はじめに  
 

わが国においては、人口減少、少子高齢化の進行が 

止まらず、年少人口、生産年齢人口の減少と高齢人口 

の増加が続いています。また、少子化の背景には、経 

済的な不安定さ、出会いの機会の減少、男女の仕事と 

子育ての両立の難しさ、家事・子育ての負担が依然と 

して女性に偏っている状況、健康上の理由など、個々 

人の結婚や出産、子育ての希望の実現を阻む様々な要 

因が複雑に絡み合っていることが指摘されています。 

このような中、全てのこども・若者が身体的・精神 

的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会「こどもまんなか社会」の実現を目指し

て、令和５年１２月に「こども大綱」が策定されました。また、市町村は、国の大綱と都

道府県のこども計画を勘案して、市町村こども計画を作成するよう、努力義務が課せられ

ました。 

本市では、令和２年３月に第２期となる「西之表市子ども・子育て支援事業計画」を策

定し、幼児期の教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進してきました。計

画の終了に伴い、この５年間の成果と新たな課題の検証を行い、基本理念を継承した「西

之表市こども計画」を第３期の子ども・子育て支援事業計画を含む４つの計画と一体的に

策定しました。 

本計画を基本として、子育て支援のさらなる充実を図るとともに、全てのこどもや若者

が自分らしく安心して生きることができるまちづくりを目指し、家庭をはじめ地域や各関

係機関との連携・協働を図りながら、一体となって取り組んでまいりますので、市民の皆

様の御理解と御協力をお願い申し上げます。 

最後に、本計画の策定にあたりまして、熱心な討論を重ねられ、御尽力いただきました

「西之表市子ども・子育て会議」の委員の皆様、アンケート調査に御協力いただきました

皆様、御意見・御提案をいただきました皆様、関係者の方々に感謝し、心から厚くお礼を

申し上げます。 

 

令和７年３月 

 

西之表市長 八板 俊輔 
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第 1章 計画策定にあたって 
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１. 計画策定の背景 

わが国では、急速な少子化の進行に伴い、労働力人口の減少や社会保障負担の増加、地域の活力

低下など将来的に社会・経済への影響を与える懸念のある課題が深刻になっており、少子化進行の

要因として、未婚や共働き世帯の増加、また仕事と子育てとの両立に対する負担感や子育てに関す

る不安感、経済的負担などが指摘されています。 

国では、こういった子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受けて、令和５年４月にこども

基本法を施行し、地方自治体（市区町村）においては、こども基本法の規定により、国の「こども

大綱」を踏まえた「こども計画」の策定が努力義務とされました。 

 

本市では、平成 27年に、子ども・子育て支援新制度に基づき「西之表市子ども・子育て支援事業

計画（第１期）」、令和２年に「第２期西之表市子ども・子育て支援事業計画（以下「第２期計画」

という。）」を策定し、子ども・子育てに関する総合的な取組を進めてきました。 

 「第２期計画」が令和６年度に終期を迎えるに当たり、国の施策の動向、これまでの計画の実績

や評価等を踏まえ、こども・子育て支援に向けた取組をさらに効果的かつ総合的に推進するため、

新たに「西之表市こども計画（以下「本計画」という。）」を策定するものです。 

 

 

※こども基本法 

こども基本法は、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法

として、令和 4 年 6 月に成立し、令和 5 年 4 月に施行されました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

こども家庭庁 「こども基本法」より 

 

 

  

年齢や発達の程度により、 

自分に直接関係することに意見を言えたり、 

社会のさまざまな活動に参加できること。 

こども施策は、６つの基本理念をもとに行われます。 

すべてのこどもは大切にされ、 

基本的な人権が守られ、差別されないこと。 

すべてのこどもは、大事に育てられ、 

生活が守られ、愛され、保護される 

権利が守られ、平等に教育を受けられること。 

すべてのこどもは年齢や発達の程度に応じて、 

意見が尊重され、こどもの今とこれらにとって 

最もよいことが優先して考えられること。 

子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが 

十分に行われ、家庭で育つことが難しいこどもも、 

家庭と同様の環境が確保されること。 

家庭や子育てに夢を持ち、 

喜びを感じられる社会を 

つくること。 
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２. 計画の位置づけ 

本計画は、こども基本法第 10条に基づく、「市町村こども計画」として、子ども・子育て支援法

第 61条「子ども・子育て支援事業計画」（策定義務）、次世代育成支援対策推進法第８条「次世代育

成支援行動計画」（任意計画）、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第 10条「こど

もの貧困対策計画」（任意計画）、子ども・若者育成支援推進法第９条「子ども・若者計画」（任意計

画）を網羅し一体的に策定します。 

また、本市の最上位計画である「第６次西之表市長期振興計画」の分野別計画であり、関連する

他の分野別計画との整合性を図りながら推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５か年とします。定期的に進捗状況の検証

を行い、社会情勢の変化などに応じ必要な見直しを行うものとします。また、最終年度である令和

11年度には計画の達成状況の確認を行います。 
 
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 
令和 

６年度 
令和 

７年度 
令和 

８年度 
令和 

９年度 
令和 

10 年度 
令和 

11 年度 

    改定   検証 

見直し 

  

関連する計画 

西之表市障がい者計画            西之表市障がい児福祉計画       

西之表市男女共同参画基本計画        西之表市教育振興基本計画        

西之表市人権教育・啓発基本計画 

西之表市配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援計画  

西之表市自殺対策計画 

その他個別計画 

 

 

第２期子ども・子育て支援事業計画 こども計画 

国
「
こ
ど
も
大
綱
」 

県
「
か
ご
し
ま
子
ど
も
未
来
プ
ラ
ン
」 

勘案 

第６次西之表市長期振興計画 

西之表市こども計画 

○子ども・子育て支援事業計画 

○次世代育成支援行動計画 

○こどもの貧困対策計画 

○子ども・若者計画 

西之表市地域福祉計画 

こども基本法 

子ども・子育て支援法 

次世代育成支援対策推進法 

こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律 

子ども・若者育成支援推進法 
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４. 計画の対象 

本計画は、妊娠期を含めこども・若者※自身のほか、子育て当事者やその家族、地域、学校、企業、

各種団体、行政など社会全体を対象とします。 

 

※関連する法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者（こども基本法第 2 条）とさ

れています。また「若者」とは、「思春期」（中学生年代からおおむね 18 歳まで）、「青年期」（お

おむね 18 歳以降からおおむね 30 歳未満。施策によってはポスト青年期）の者とされており、

「こども」と「若者」は重なり合う部分がある（こども大綱）とされています。 

 

 

５. 計画の策定体制 

（1）アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたっては、市民の意向など市民ニーズを反映した計画とするため、令和６年９

月に子ども・子育てに関するアンケート調査及びこどもの生活に関するアンケート調査を行いまし

た。 

 

（2）西之表市子ども・子育て会議による審議 

計画内容の検討にあたっては、市民や学識経験者、関係機関、子育てに関わる団体の代表者で構

成する「西之表市子ども・子育て会議」において幅広い意見の集約に努めました。 

 

（3）パブリックコメントの実施 

市民から広く意見を得て本計画に反映させることを目的とし、パブリックコメント（意見募集）

を行いました。 
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第２章 西之表市のこどもと家庭を取り巻く状況 
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１. データからみえるこどもと家庭を取り巻く状況 

（1）人口の動向 

（ア）人口の推移と将来推計 

本市の人口は減少傾向にあり、令和６年は令和２年より、年少人口（0〜14歳）が 254人、生

産年齢人口（15〜64歳）が 592人、老年人口（65歳以上）が 62人の減少となっており、総人口

では 908人減少しています。 

 

資料：令和２年～令和６年は住民基本台帳に基づく人口、令和７年以降は西之表市独自推計。 

数値は各年３月 31 日現在 

 

1,811 1,760 1,707 1,623 1,557 1,494 1,431 1,366 1,317 1,257 

7,392 7,174 6,991 6,828 6,800 6,675 6,600 6,522 6,436 6,363 

5,667 5,690 5,681 5,641 5,605 5,482 5,462 5,402 5,277 5,175 

12.18% 12.04% 11.87%
11.52%

11.15%
10.94%

10.61%
10.28% 10.11%

9.82%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%
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2,000

4,000

6,000

8,000
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12,000
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３年
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５年
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６年

令和

７年

令和

８年

令和

９年

令和

10年

令和

11年

15 歳未満 15～64歳 65 歳以上 年少人口割合

14,870 14,624 14,379 
14,092 13,962 13,651 13,493 13,290 13,030 12,795 

(人) 人口推移 将来推計
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（イ）18歳未満の人口の推移 

 

資料：令和２年～令和６年は住民基本台帳に基づく人口、令和７年以降は西之表市独自推計。 
数値は各年３月 31 日現在 
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（2）世帯の状況 

（ウ）世帯数の推移 

本市の世帯数は緩やかに減少しており、令和５年は、6,962世帯となっており、１世帯あたり

の人員は２人で横ばい状況にあります。 

ひとり親世帯の割合は、増加傾向にあります。 

◆世帯数と 1世帯あたり人員の推移 

 

資料：統計にしのおもて令和５年度版 

 

 

◆ひとり親世帯数の推移 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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18歳未満の子どもがいる世帯全体に占める母子世帯の割合 18歳未満の子どもがいる世帯全体に占める父子世帯の割合
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（3）出生の状況 

（ア）出生数の推移 

本市の出生数は減少傾向にありますが、令和５年は増加しています。 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態調査」 

 

（イ）合計特殊出生率の状況 

一人の女性が生涯に出産する子どもの数の平均を示す合計特殊出生率は、令和 4 年では国を

0.46 ポイント、県を 0.18 ポイント上回っていますが、将来にわたって人口水準を維持できる

2.07 ポイントには至っていないため、転入や高齢化を除く自然動態では人口減少が進むと推測

されます。 

 

 

資料：国・県の数値は厚生労働省「人口動態調査」 
西之表市の数値は厚生労働省「人口動態調査」及び鹿児島県「県人口移動調査」を用いて独自に算出 
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（4）婚姻の状況 

（ア）婚姻数・離婚数の推移 

本市の婚姻数は令和３年の 55件をピークに減少しています。 

離婚数は令和３年に 20件と増加しましたが、令和４年には再び減少しています。 

 

資料：鹿児島県「人口動態統計」 
 
 

（イ）未婚率の推移 

本市の令和２年の未婚率は、男性、女性ともに平成 27年より高くなっており、特に女性の 30

～34歳では 14.7ポイント高くなっています。 

【男性】 

  

【女性】 
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資料：総務省「国勢調査」 

資料：総務省「国勢調査」 
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（5）就業の状況 

（ア）男性の年代別就業率 

本市の令和２年の男性の年代別就業率について鹿児島県と比較すると、いずれの年代でも高

い傾向にあり、特に 20～24歳では 18.8ポイント高く、また、75～84歳では 15ポイント以上高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 

（イ）女性の年代別就業率 

本市の令和２年の女性の年代別就業率について鹿児島県と比較すると、いずれの年代でも高

い傾向にあり、特に 45～49歳では 15.2ポイント高くなっています。 
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資料：総務省「国勢調査」 
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２. アンケート調査結果からみえるこどもと家庭を取り巻く状況 

（1）調査の目的 

本市では、本計画の策定の基礎資料として現状を把握するために、未就学児と就学児の保護者を

対象に子育てに関するアンケート調査を実施しました。また、小学校高学年、中学生とその保護者

を対象にこどもの生活に関するアンケート調査を下記のとおり実施しました。 

 

（2）調査方法・調査期間・回収結果 

子ども・子育てに関するアンケート調査 

調査期間 令和６年９月～10 月 

調査対象 未就学児の保護者 就学児の保護者（１～６年生） 

調査方法 認定こども園・保育所等の施設を通じ
た配布及び未就園児がいる家庭への
郵送による配布 
認定こども園・保育所等の施設を通じ
た回収及び郵送による回収 

オンラインによる調査、回答 

配布数 施設配布 272 件 

郵送配布  49 件 

      計 321 件 

小学校配布 503 件 

回収数 
回収率 

        257 件 
      80.06％ 

156 件 
       31.01％ 

こどもの生活に関するアンケート調査 

調査期間 令和６年９月～10 月 

調査対象 
小学５・６年生、中学１～３年生の 
児童生徒 

小学５・６年生、中学１～３年生の 
児童生徒の保護者 

調査方法 オンラインによる調査、回答 オンラインによる調査、回答 

対象者数   計 599 件 

配布数 

小学５・６年生（ 245 ）件 

中学１～３年生（ 316 ）件 

      計  561  件 

回収数 
回収率 

    504 件 
  84.14％ 

   115 件 
   20.50％ 

※保護者への調査については、小・中学校に在校する長子児童生徒を対象としています。 

 

（3）調査結果利用上の注意 

回答率は百分比の小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があり

ます。また、２つ以上の回答（複数回答）を可とする設問の場合、その回答比率の合計は原則と

して 100％を超えます。 

グラフ中における「n」は、各設問の回答者数（サンプル数）のことです。 
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（4）子ども・子育てに関するアンケート調査結果【未就学児】 

（ア）こどもの育ちをめぐる環境について 

主に子育てを行っている人は、「父母ともに」が 66.1％で最も多く、次いで「主に母親」が

31.9％、「主に父親」が 1.9％の順となっています。 

【主に子育てを行っている人】 

 

 

【子どもをみてもらえる親族・知人について】 

 

 

 

（イ）母親の就労状況や就労意向について 

母親の就労状況は、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が 39.3％

で最も多く、次いで「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」

が 30.7％、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 17.1％の順となっています。フ

ルタイムとパート・アルバイトを合わせると、就労している母親は 80.9％です。 

現在就労していない母親の就労意向は、「１年より先、一番下の子どもが●歳になったころに

就労したい」が 42.2％で最も多く、次いで「すぐにでも、又は１年以内に就労したい」が 35.6％、

「子育てや家事などに専念したい」が 22.2％となっています。 

また、パート・アルバイト等で就労している母親のフルタイムへの転換については、「パート・

アルバイト等の就労を続けることを希望」が 60.4％で最も多く、次いで「フルタイムへの転換

希望はあるが、実現できる見込みはない」が 20.9％、「フルタイムへの転換希望があり、実現で

きる見込みがある」が 13.2％の順となっています。 

 

父母ともに

66.1%

主に母親

31.9%

主に父親

1.9%

主に祖父母 その他 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

今回調査

(n=257)

37.7%

53.7%

3.1%

15.6%

15.6%

0.8%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には

子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

(n=257)
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【母親の現在の就労状況】 

 

 

【母親の就労意向】 

 

 

【母親のフルタイムへの転換希望】 
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4.7%

以前は就労

していたが、
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していない

17.1%

これまで就労

したことがない

0.4%
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1.6%
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全体

(n=257)

子育てや家事など
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の予定はない）

22.2%

1年より先、一番下の

子どもが●歳になった
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42.2%

すぐにでも、又は１年

以内に就労したい

35.6%

無回答
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(n=45)

フルタイムへの転換
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13.2%
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60.4%
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（ウ）育児休業の取得について 

育児休業の取得については、母親では「取得した（取得中である）」が 52.9％で最も多く、次

いで「働いていなかった」が 32.3％、「取得していない」が 10.5％の順となっています。母親の

取得していない理由は「子育てや家事に専念するため退職した」が 37.0％で最も多く、次いで

「職場に育児休業の制度がなかった」が 29.6％などとなっています。 

また、父親では「取得していない」が 75.1％で最も多く、次いで「取得した（取得中である）」

が 11.7％、「働いていなかった」が 0.8％となっており、取得していない理由は「仕事が忙しか

った」が 44.0％で最も多く、次いで「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が 34.7％、

「配偶者が育児休業制度を利用した」が 31.6％の順となっています。 

【育児休業の取得状況】 

 

【育児休業を取得していない理由】 

  

働いていなかった

32.3%

0.8%

取得した（取得中である）

52.9%

11.7%

取得していない

10.5%

75.1%

無回答

4.3%

12.5%
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(n=257)
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(n=257)
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7.4%
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0.0%
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37.0%

29.6%

7.4%

3.7%

3.7%

11.1%

14.8%

34.7%

44.0%

0.0%
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30.6%
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31.6%

20.7%

0.5%

6.7%

0.5%

2.1%

0.0%

8.8%

7.3%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

(産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所（園）などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を

満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）

を取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

母親(n=27)

父親(n=193)
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（エ）平日の定期的な教育・保育事業の利用について 

定期的な教育・保育事業の利用状況は、「利用している」が 91.8％で、「利用していない」が

8.2％となっています。 

また、「平日に利用している教育・保育事業」は「認定こども園」が 54.2％で最も多く、次い

で「認可保育所」が 27.5％、「幼稚園」が 17.4％の順となっています。 

平日に「定期的に」利用したいと考える事業は、「認定こども園」が 58.4％で最も多く、次い

で「認可保育所」が 36.2％、「幼稚園」が 32.7％の順となっています。 

 

【定期的な教育・保育事業の利用状況】 

 

 

【平日に利用している教育・保育事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用している

91.8%

利用していない

8.2%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=257)

17.4%

1.7%

27.5%

54.2%

1.7%

0.4%

0.4%

0.0%

0.0%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

(n=236)
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【平日に定期的に利用したいと考える事業】 

 

 
 

（オ）小学校就学後の放課後の過ごし方について《お子さんが５歳以上である方》 

低学年では、「自宅」が 31.0％で最も多く、次いで「習い事」と「放課後児童クラブ」が 27.4％

となっています。 

高学年では、「放課後児童クラブ」が 46.9％で最も多く、次いで「自宅」が 19.5％、「習い事」

が 16.8％の順となっています。 

【放課後の時間を過ごさせたい場所】 

 

32.7%

21.0%

36.2%

58.4%

5.1%

3.5%

8.2%

3.5%

6.6%

10.5%

12.8%

0.4%

1.6%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

(n=257)

31.0%

6.2%

27.4%

8.0%

27.4%

0.0%

1.8%

19.5%

6.2%

16.8%

5.3%

46.9%

0.0%

2.7%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他（図書館、公園など）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

低学年(n=113)

高学年(n=113)
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（カ）子育てに関して期待する市の政策など 

子育てに関して期待する市の政策などについては、「保育サービスの費用負担軽減や児童手当

など、子育てのための経済的支援の充実」が 71.6％で最も多く、次いで「こどもを事故や犯罪

の被害から守るための対策の推進」が 48.6％、「妊娠から出産におよぶ母子保健サービスや小児

医療の充実」が 47.5％の順になっています。 
 

【こどもを健やかに生み育てるために期待する市の政策など】 

 

 

 

 

 

  

28.0%

18.3%

71.6%

47.5%

10.9%

28.0%

19.1%

10.5%

34.2%

43.2%

7.8%

44.4%

21.4%

48.6%

24.1%

6.2%

3.9%

子育てに関する相談・情報提供や保護者同士が交流できる場の充実

家事や子育てに関する男女共同参画の考え方や

子育ての大切さなどの普及・啓発

保育サービスの費用負担軽減や児童手当など、

子育てのための経済的支援の充実

妊娠から出産におよぶ母子保健サービスや小児医療の充実

児童虐待防止対策の推進

乳児保育、延長保育など多様なニーズにあった

保育サービスの充実

ひとり親家庭など多様な家庭のあり方に応じた子育て支援の充実

子育てボランティアなど地域で子育てを支える活動の推進

学童期の子どもの放課後対策の充実

地域で子どもたちが遊んだり、スポーツしたりする場や機会の充実

非行防止などの青少年健全育成対策の推進

仕事と子育ての両立に配慮した職場環境整備についての

企業等への普及・啓発

道路や施設などのバリアフリー化の推進

子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策の推進

市街地での買い物等で１～２時間子どもを預かってくれる

一時預かり所の充実

その他

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

(n=257)
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（5）子ども・子育てに関するアンケート調査結果【就学児童（小学１～６年生の保護者）】 

（ア）こどもの育ちをめぐる環境について 

主に子育てを行っている方については、「父母ともに」が 63.5％で最も多く、次いで「主に母

親」が 34.6％、「主に祖父母」が 1.3％の順となっています。 

母親の現在の就労状況は、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」

が 50.0％で最も多く、次いで「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業

中ではない」が 33.3％、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 12.8％の順となっ

ています。 

【主に子育てを行っている方】 

 
 

【母親の現在の就労状況】 

 

 

 

（イ）放課後児童クラブの利用について 

現在の放課後児童クラブの利用状況は、「利用している」が 42.9％で、「利用していない」が

57.1％となっています。 

土曜日の利用については、「利用している」が 49.3％で、「利用していない」が 50.7％となっ

ています。 

今後の放課後児童クラブの利用意向は、「利用したい」が 44.2％で、「利用希望はない」が 49.4％

で、何年生まで利用を希望するかについては「小学６年生」が 65.2％で最も多く、次いで「小

学４年生」が 13.0％、「小学３年生」が 8.7％の順となっています。 

また、土曜日の利用意向については、「利用したい」が 58.0％で、「利用希望はない」が 42.0％

となっています。 

 

父母ともに

63.5%

主に母親

34.6%

主に父親

0.6%

主に祖父母

1.3%

その他 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=156)

フルタイム（１週５

日程度・１日８時

間程度の就労）

で就労しており、

産休・育休・介護

休業中ではない）

50.0%

フルタイム（１

週５日程度・１

日８時間程度

の就労）で就労

しているが、産

休・育休・介護

休業中である）

1.3%

パート・アルバイ

ト等（「フルタイ

ム」以外の就

労）で就労して

おり、産休・育

休・介護休業中

ではない）

33.3%

パート・アルバイト

等（「フルタイム」

以外の就労）で

就労しているが、

産休・育休・介護

休業中である）

1.9%

以前は就労して

いたが、現在は

就労していない

12.8%

これまで就労し

たことがない
無回答

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=156)
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【現在の利用状況】 

 

 

【今後の放課後児童クラブの利用意向】 

 

 

 

 

 

【土曜日の利用状況】 

 

 

【土曜日の利用意向】 

 

 

 

 

 

 

【利用を希望する最終学年】 

 

 

 

  

利用している

42.9%

利用していない

57.1%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=156)

利用している

49.3%

利用していない

50.7%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=67)

小学１年生

5.8%

小学２年生 小学３年生

8.7%

小学４年生

13.0%

小学５年生

7.2%

小学６年生

65.2%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=69)

利用したい

44.2%

利用希望はない

49.4%

無回答

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=156)

利用したい

58.0%

利用希望はない

42.0%

無回答

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=69)
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（6）こどもの生活に関するアンケート調査結果【小学５・６年生及び中学１～３年生の児 

童生徒】 

（ア）生活の環境について 

食事について「毎日食べる」は、朝食が 80.8％、夕食が 96.8％、長期休暇期間の昼食が 83.7％

となっています。 

家族とー緒の時間を過ごしているかについては、「過ごしている」が 63.9％で最も多く、次い

で「どちらかといえば、過ごしている」が 28.6％、「あまり過ごしていない」が 7.1％の順とな

っています。 

 

学校以外でインターネットを利用できる機器の所持については、「自分専用の機器を持ってい

る」が 68.1％で最も多く、次いで「家族と一緒に使っている機器を持っている」が 22.8％、「持

っていない」が 8.7％の順となっています。 

【食事について】 

 

 

【家族とー緒の時間】 

 

 

【学校以外でインターネットを利用できる機器の所持】 

 

毎日食べる

（週７日）

80.8%

96.8%

83.7%

週５～６日

12.7%

2.4%

9.7%

週３～４日

3.8%

4.6%

週１～２日、

ほとんど食べない

2.8%

0.2%

1.2%

無回答

0.6%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

【朝食】

(n=504)

【夕食】

(n=504)

【長期休暇期間の昼食】

(n=504)

過ごしている

63.9%

どちらかといえば、

過ごしている

28.6%

あまり過ごしていない

7.1%

全く過ごしていない

0.4%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=504)

自分専用の機器を

持っている

68.1%

家族と一緒に使っている

機器を持っている

22.8%

持っていない

8.7%

無回答

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=504)
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（イ）家族のお世話について 

家族の中で、あなたがお世話をしている人は、「いない」が 69.2％で最も多く、次いで「きょ

うだい」が 16.1％、「お母さん」が 13.1％の順となっており、お世話の内容は「家事（食事の準

備や掃除、洗濯）」が 63.3％で最も多く、次いで「見守り」が 43.9％、「買い物、散歩に一緒に

行く」が 43.2％の順となっています。 

 

自分が「ヤングケアラー」にあてはまると思うかについては、「あてはまらない」が 58.3％で

最も多く、次いで「わからない」が 26.6％、「あてはまる」が 2.2％となっています。 

 

【家族の中で、あなたがお世話をしている人】 【お世話の内容】 

 

 

 

【自分が「ヤングケアラー」にあてはまると思うか】 

 

 

69.2%

7.3%

13.1%

4.2%

5.4%

16.1%

1.6%

4.4%

いない

お父さん

お母さん

おじいさん

おばあさん

きょうだい

その他

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

(n=504)

63.3%

41.7%

24.5%

43.2%

23.7%

39.6%

43.9%

3.6%

17.3%

14.4%

5.8%

4.3%

3.6%

家事

（食事の準備や掃除、洗濯）

きょうだいの世話や送り迎え

入浴やトイレのお世話

買い物、散歩に一緒に行く

病院にー緒に行く

話を聞く

見守り

通訳（日本語や手話など）

お金の管理

薬の管理

その他

わからない

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

(n=139)

あてはまる

2.2%

あてはまらない

58.3%

わからない

26.6%

無回答

12.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=139)
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（ウ）学校生活について 

学校生活において、「学校の一員だと感じているか」については、「そう思う」が 65.5％で最

も多く、「他の生徒たちは私をよく思ってくれているか」については、「どちらかといえば、そう

思う」が 49.8％で最も多く、「学校ではすぐに友達ができる」については、「そう思う」が 50.0％

で最も多くなっています。また、「学校は気おくれがして居心地が悪い」については、「まったく

思わない」が 59.7％で最も多く、「学校ではよそ者だと感じる」かについては、「まったく思わ

ない」が 74.6％で最も多くなっています。 

学校へ行きたくないと感じることがあるかについては、「ほとんどない」が 32.5％で最も多く、

次いで「週に１回くらいにある」が 19.0％、「月に１回くらいにある」が 18.1％の順となってい

ます。 

仲間はずれやいじめについて、「校内で」は「ある」が 9.9％で「ない」が 89.9％となってお

り、「インターネット上で」は「ある」が 3.8％で「ない」が 94.4％となっています。 

【学校生活について】 

 

【学校へ行きたくないと感じることの有無】 

 

【仲間はずれやいじめを見たり聞いたり、経験したこと（校内で）】 

 

  

そう思う

65.5%

32.5%

50.0%

5.0%

3.8%

どちらかといえ

ば、そう思う

30.4%

49.8%

30.8%

8.7%

4.8%

どちらかといえば、

そう思わない

3.0%

15.7%

14.9%

25.6%

15.5%

まったく思わない

1.0%

1.6%

3.8%

59.7%

74.6%

無回答

0.2%

0.4%

0.6%

1.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

【学校の一員だと感じている】

(n=504)

【他の生徒たちは私をよく思ってくれている】

(n=504)

【学校ではすぐに友達ができる】

(n=504)

【学校は気おくれがして居心地が悪い】

(n=504)

【学校ではよそ者だと感じる】

(n=504)

毎日ある

8.1%

１日おきにある

6.7%

週に１回くらい

にある

19.0%

月に１回くらい

にある

18.1%

ほとんどない

32.5%

一度もなかった

12.5%

答えたくない

2.8%

無回答

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=504)

ある

9.9%

3.8%

ない

89.9%

94.4%

無回答

0.2%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

【校内で】

(n=504)

【インターネット上で】

(n=504)
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（エ）自分が過ごす場所について 

ふだんの放課後を過ごす場所は、「自分の家」が 91.9％で最も多く、次いで「学校・部活動」

が 38.1％、「学習塾・習い事」が 23.8％となっています。 

ほっとできる場所、居心地の良い場所として、「自分の部屋」（77.0％）、「家庭（親せきの家を

含む）」（57.1％）については「そう思う」がそれぞれ最も多くなっており、「学校」（31.5％）、

「地域（図書館や公民館や公園など）」（25.0％）については、「どちらかといえば、そう思う」

が、それぞれ最も多くなっています。また、「インターネット空間」については、「そう思う」と

「どちらかといえば、そう思う」が、27.2％の同率で最も多くなっています。 

【ふだんの放課後を過ごす場所】 

 

 

【ほっとできる場所、居心地の良い場所】 

  

91.9%

18.7%

5.8%

23.8%

38.1%

6.3%

1.2%

8.1%

2.4%

1.6%

0.0%

自分の家

おじいさん・おばあさんの家

友達の家

学習塾・習い事

学校・部活動

公園・広場

図書館や公民館

児童クラブ

ショッピングセンターやファストフードなどのお店

その他

無回答

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

(n=504)

そう思う

77.0%

57.1%

31.3%

24.0%

27.2%

どちらかといえば、

そう思う

11.7%

21.0%

31.5%

25.0%

27.2%

どちらとも

言えない

6.3%

13.1%

20.8%

22.0%

22.6%

どちらかといえば、

そう思わない

1.6%

3.6%

7.1%

11.7%

6.2%

まったく

思わない

2.4%

2.2%

6.2%

14.1%

13.7%

無回答

1.0%

3.0%

3.0%

3.2%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

【自分の部屋】

(n=504)

【家庭（親せきの家を含む）】

(n=504)

【学校】

(n=504)

【地域（図書館や公民館や公園など】

(n=504)

【インターネット空間】

(n=504)



 

25 

（オ）あなた自身のことについて 

自身のことについて、「今の自分が好きだ」では、「どちらともいえない」が 36.3％で最も多

く、次いで「どちらかといえば、あてはまる」が 29.8％、「あてまはる」が 25.4％の順となって

おり、「自分は役に立たないと感じる」については、「どちらともいえない」が 56.5％で最も多

く、次いで「どちらかといえば、あてはまらない」が 21.2％、「どちらかといえば、あてはまる」

が 15.1％の順となっています。また、「私は幸せだ」では、「あてまはる」が 55.0％で最も多く、

次いで「どちらかといえば、あてはまる」が 23.0％、「どちらともいえない」が 17.5％の順とな

っています。 

【あなた自身のことについて】 

 

 

（カ）自分の将来について 

将来について明るい希望の有無は、「希望がある」が 44.6％で最も多く、次いで「どちらかと

いえば希望がある」が 33.7％、「わからない」が 10.9％の順となっています。 

【自分の将来について明るい希望の有無】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

あてまはる

25.4%

6.0%

55.0%

どちらかといえ

ば、あてはまる

29.8%

15.1%

23.0%

どちらとも

いえない

36.3%

56.5%

17.5%

どちらかといえば、

あてはまらない

8.1%

21.2%

3.2%

あてはまらない 無回答

0.4%

1.2%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

【今の自分が好きだ】

(n=504)

【自分は役に立たないと感じる】

(n=504)

【私は幸せだ】

(n=504)

希望がある

44.6%

どちらかといえば

希望がある

33.7%

どちらかといえば

希望がない

7.7%

希望がない

2.4%

わからない

10.9%

無回答

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=504)
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（キ）「子どもの権利」についての認知度 

「子どもの権利」についての認知度は、「内容までよく知っている」が 12.5％、「聞いたこと

はあるが、詳しくは知らない」が 52.8％、「知らない」が 33.5％となっています。 
 

 
 

※「子どもの権利」とは、すべての子どもが心身ともに健康に育つために必要とされる権利で、
大きく分けて「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」があります。 

 

（ク）行政の制度や政策について 

行政の制度や政策について、思ったことや意見を伝えたいかについては、「やや思う」と「あ

まり思わない」が 25.9％で最も多く、次いで「わからない」が 24.5％、「思わない」が 14.4％

の順となっています。 

「思わない」と答えた理由は、「市が何をしているのか、どんな人がいるのかわからない」が

52.5％で最も多く、次いで「伝えたい意見はないから」が 34.0％、「どのように意見を伝えれば

いいかわからない」が 32.0％の順となっています。 

【西之表市の行政の制度や政策について、思ったことや意見を伝えたいと思うか】 

 

【「あまり思わない」、「思わない」と答えた理由】 

  

内容までよく知っている

12.5%

聞いたことはあるが、

詳しくは知らない

52.8%

知らない

33.5%

無回答

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=504)

思う

8.6%

やや思う

25.9%

あまり思わない

25.9%

思わない

14.4%

わからない

24.5%

無回答

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=504)

52.5%

32.0%

26.5%

24.5%

15.5%

26.0%

29.0%

0.5%

34.0%

1.5%

市が何をしているのか、どんな人がいるのかわからない

どのように意見を伝えればいいかわからない

意見を伝えることのハ－ドルが高い

自分の意見に自信がない

自分の意見を伝えるのは恥ずかしい

面倒

伝えても反映されないと思う

その他

伝えたい意見はないから

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

(n=200)
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（7）こどもの生活に関するアンケート調査結果【小学５・６年生及び中学１～３年生の保護者】 

（ア）生活の環境について 

子育てを主に行っている方は、「父母ともに」が 53.9％で最も多く、次いで「主に母親」が

43.5％となっています。 

世帯の収入は、「400万～700万未満」が 36.5％で最も多く、次いで「200万～400万未満」が

19.1％、「わからない・答えたくない」が 17.4％の順となっています。 

母親の就労状況は、「フルタイムで就労している（育休・介護休業中も含む）」が 54.8％で最

も多く、次いで「パートタイム、アルバイト等で就労している（育休・介護休業中も含む）」が

35.7％、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 7.8％の順となっています。 

【子育てを主に行っている方】 

 

【世帯全体のおおよその年間収入（税込）】 

 

【母親の現在の就労状況】 

 

  

父母ともに

53.9%

主に母親

43.5%

主に父親 主に祖父母 その他 無回答

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=115)

100万未満

1.7%

100万～

200万未満

5.2%

200万～

400万未満

19.1%

400万～

700万未満

36.5%

700万～

1,000万未満

16.5%

1,000万以上

2.6%

わからない・

答えたくない

17.4%

無回答

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=115)

フルタイムで就労し

ている（育休・介護

休業中も含む）

54.8%

パートタイム、アルバ

イト等で就労してい

る（育休・介護休業

中も含む）

35.7%

以前は就労していた

が、現在は就労して

いない

7.8%

これまで就労した

ことがない
無回答

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=115)
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（イ）「子どもの権利」について 

「子どもの権利」についての内容の認知度は、「知っている」が 63.5％で、「知らない」が 35.7％

となっており、「こどもは権利の主体である」と思うかについては、「そう思う」が 44.3％、「ど

ちらかというとそう思う」が 37.4％の順となっています。 

【「子どもの権利」についての内容の認知度】 

 

 

【「こどもは権利の主体である」と思うか】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知っている

63.5%

知らない

35.7%

無回答

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=115)

そう思う

44.3%

どちらかというと

そう思う

37.4%

どちらかというと

そう思わない

2.6%

そう思わない わからない

14.8%

無回答

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体

(n=115)
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（8）結婚に関するアンケート調査【18～39 歳の市民：西之表市企画課実施】 

結婚に関する調査については、「既婚」が 48.1％、「未婚」が 46.2％、「離(死)別」が 5.7％と

なっています。 

未婚の方の結婚の意向は、「今後結婚しようと思っている」が 42.7％で最も多く、次いで「わ

からない」が 32.9％、「結婚しようと思わない」が 24.4％の順となっています。 

「結婚しようと思わない」と回答した方のその理由として、「独身の方が自由な行動、生き方

ができる」が 26.5％で最も多く、次いで「趣味や娯楽を楽しみたい」が 14.3％、「金銭的に厳し

い」が 12.2％の順となっています。 

【婚姻の有無】 

 

 

【結婚の意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

既婚

48.1%

39.7%

54.4%

未婚

46.2%

58.8%

36.7%

離(死)別

5.7%

1.5%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体(n=158)

男(n=68)

女(n=90)

今後結婚しようと思っている

42.7%

51.2%

34.1%

結婚しようと思わない

24.4%

22.0%

26.8%

わからない

32.9%

26.8%

39.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

全体(n=82)

男性(n=41)

女性(n=41)
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【結婚しようと思わない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.5%

14.3%

10.2%

6.1%

6.1%

6.1%

0.0%

2.0%

0.0%

2.0%

0.0%

8.2%

12.2%

6.1%

40.0%

20.0%

6.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

6.7%

0.0%

0.0%

0.0%

13.3%

6.7%

6.7%

20.6%

11.8%

11.8%

8.8%

8.8%

8.8%

0.0%

0.0%

0.0%

2.9%

0.0%

5.9%

14.7%

5.9%

独身の方が自由な行動、生き方ができる

趣味や娯楽を楽しみたい

夫婦関係や親戚付き合いが面倒

結婚後の生活に不安を持っている

出産や子育てに自信がない

年齢的に無理と思う

結婚するにはまだ若いと思う

仕事（学業）に集中したい

結婚すると仕事をやめなければならない

子どもが欲しくない

親や周囲が結婚に同意しない

結婚の必要性を感じない

金銭的に厳しい

その他

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全体(n=49)

男性(n=15)

女性(n=34)
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第３章 第２期計画の実施状況と課題 
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１. 第２期子ども・子育て支援事業計画の実施状況と課題 

第２期子ども・子育て支援事業計画における各事業の取組への評価と課題については以下の通り

です。 

 

基本目標１ 子どもの健やかな成長を支える～子どもの育ちの視点～について 

（ア）就学前における教育・保育の充実 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

教育・保育施

設、地域型保育

事業の提供 

すべての家庭の子どもが保護

者や家庭の就労状況などにかか

わらず、一体的な教育・保育と、

子どもにとって重要な集団生活

を受けられる環境の整備に取り

組みます。 

保育士等の不足、児童数の減少により利用

定員を減らす施設が出ているものの、各施設

の協力をいただきながら、量の確保に努め、

待機児童０を維持することができました。 

児童数の減少が見込まれますが、各施設が

維持できるよう保育士等人材の確保、適正な

利用定員の設定により量の確保に努める必

要があります。 

福祉事務所 

多様な保育サ

ービスの提供 

保護者の就労形態の多様化か

ら、保育を受ける子どもが、安全

で安心して過ごすことができる

よう、延長保育や一時預かり事

業など多様な保育サービスを提

供できる体制の充実と質の向上

に取り組みます。 

延長保育、病児保育は未実施ですが、放課

後児童クラブは 11 施設となり、一時預かり

事業も事業所数が維持されています。 

病児・病後児保育や休日保育等多様なニー

ズへ対応しうる環境の整備について検討し、

安心・安全に過ごすことができる場所の維

持・改善に努めます。 

福祉事務所 

 

 

（イ）教育・保育その他の子ども・子育て支援の質の確保及び向上 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

認定こども園

への移行に関

する支援 

認定こども園は、幼稚園及び

保育所の機能を併せ持ち、保護

者の就労状況及びその変化等に

かかわらず柔軟に子どもを受け

入れる施設です。 

教育・保育施設の利用状況や

利用者の希望とともに、幼稚園、

保育所等事業者の意向などを踏

まえ、認定こども園への移行支

援・普及に努めます。 

計画期間中に保育所６施設のうち、２施設

が保育所型認定こども園へ移行し、市内の教

育・保育施設は、保育所４施設、認定こども

園４施設、新制度移行幼稚園１施設となりま

した。 

また、新制度未移行幼稚園 1 施設について

も、令和 7 年度から新制度へ移行の予定です。 

福祉事務所 
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主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

幼稚園、保育

所、認定こど

も園と小学校

との連携・接

続 

発達や学びの連続性を確保す

るため、相互の教育内容や指導

方法の違いと共通点を共有する

場を設定します。 

また、幼児や児童の実態につ

いて理解を深めるため、保育士

と教師の意見交換、合同の研究

会や研修会、保育参観や授業参

観等、相互理解の機会を設ける

場の設定に努めます。 

園訪問を実施し、就学先判断結果を伝える

と同時に意見交換を行い、支援の継続性を高

めるようにしています。 

多くの学校が幼保こ小連絡会を開催し、引

継ぎ、意見交換を行っています。 

市教育委員会では、幼保こ小中高連携推進

会議を年 3 回開催し、共通実践事項を定めて

具体的な取組を実施しています。 

就学前児童に関する保護者との合意形成

を行います。 

児童の発達や特性について、教育・保育現

場や保護者との相互理解の場の拡充を検討

します。 

学校教育課 

福祉事務所 

幼稚園教諭・

保育士等に対

する研修の充

実 

幼稚園教諭、保育士等に対す

る研修等を充実させることによ

って資質の向上を図り、教育・保

育の質の向上を図ることが求め

られます。 

研修内容の充実を図るととも

に、幼稚園教諭、保育士等が合同

で研修を行うことを検討してい

きます。 

熊毛地区保育連合会は毎年、自主研修を実

施し、自己研鑚に努めています。市主催で制

度への理解を深めるための研修会や、意見交

換会を実施しました。 

講師等の人材が不足しており、外部からの

講師を依頼する場合の財源の確保について

検討が必要です。 

福祉事務所 

幼児教育アド

バイザーの配

置・確保 

幼児教育・保育の質の向上に

資するよう、専門性を有する指

導主事・幼児教育アドバイザー

の配置・確保に努めます。 

幼児教育アドバイザーの配置・確保に至っ

ていない状況です。 

講師等の人材が不足しています。 

外部からの講師を依頼する場合の財源確

保及び補助事業の活用の検討が必要です。 

福祉事務所 

適切な指導監

督、評価等の

実施 

自己評価、関係者評価、第三者

評価等を通じて運営改善を図る

ため、必要な支援に努めます。 

自己評価、関係者評価、第三者評価等を実

施している事業所もあるもののすべての施

設での実施はされていない状況です。 

自己評価・外部評価の必要性等の周知が必

要です。 

福祉事務所 

 
 

（ウ）教育・保育施設と家庭等の連携の推進 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

家庭との連携 

教育・保育施設においては、子

どもの健全な発達のための環境

を整え、保護者に対し相談や適

切な情報提供を行うことや、子

どもとの関わり方等に関する保

護者の学びの支援を行うことな

ど、家庭との連携を推進します。 

各施設とも保護者への支援や情報提供を

行いながら連携をとっています。入所の際

は、各施設と調整を行い、施設の特色を伝え

る等、保護者の相談対応や支援を行っていま

す。 

児童数が減少傾向にある中、多様化する保

護者の要望に対する対応や利用者支援等の

調整を行う機関の検討が必要です。 

福祉事務所 
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主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

地域型保育事

業等との連携 

地域型保育事業は小規模かつ

満３歳未満の子どもを対象とす

る事業であるため、卒園後の受

け皿の役割を担う教育・保育等

施設との円滑な連携が図られる

よう、必要な支援を行います。 

現時点で地域型保育事業者はいません。 

福祉事務所 

 

 

（エ）思春期保健対策の推進 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

性及び命の大

切さに関する

教育の充実 

助産師を講師として招き、市

内の中学１年生及び小学５・６

年生を対象に命の大切さや相手

を思いやる気持ちを培うための

出前授業を実施します。 

小学校・中学校との連携 

・学校内保健部署の要である養護教諭との連

携のもと、県助産師会所属助産師による思

春期教育を実施しました。 

  対象：小学５・６年生および中学 1 年生 

 受講人数：小学校の部 128 名。 

 中学校の部 110 名。（令和６年度実績） 

・教育部門への働きかけの強化及び、民間専

門職種との協働等を行いました。 

福祉事務所 

 

 

（オ）食育の推進 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

家庭・学校へ

の普及・啓発

活動 

小・中学校において、食育に関

する授業の実施や、給食を通し

て地元食材の紹介など地産地消

推進を図ります。 

 幼児から高齢者までの各カテ

ゴリーの料理教室を開き、食育

の時間（食と向き合う時間）を検

討する場を設けます。 

学校給食の食材調達について、納入業者に

対し、なるべく地元産を優先するよう依頼す

るとともに、安納芋・ニガダケ・お茶・味噌

等の地元ならではの食材を献立に取り入れ

ています。また、学校からの申請を受け、栄

養教諭による食育の授業を実施しています。 

食育教室を保育所で年 4 回実施し、食べ物

の働きについてゲーム等を交えた管理栄養

士による講話を行いました。 

食育の普及啓発等を行うため、食生活改善

推進員自主研修会を実施しました。 

学校給食は、児童生徒の食事時間の一部な

ので、学校だけではなく、家庭での食育の普

及啓発が必要です。 

食育活動を推進するため、食生活改善推進

員等と連携した取組が必要です。 

教育総務課 

学校教育課 

健康保険課 
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基本目標２ 子育てを通じて親の育ちを支える～親としての育ちの視点～について 

（ア）安心・安全な妊娠・出産への支援の充実 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

妊産婦の適切

な健康管理へ

の支援 

母子健康手帳交付時に母子保

健情報の提供、歯科検診及び歯

科指導を実施します。また、マタ

ニティプラザを開設し、各種講

座を実施します。 

・母子健康手帳交付時に母子保健や子育て支
援に関する情報提供、歯科検診及び歯科指
導を実施しています。 

・マタニティプラザでの助産師講話や栄養士
講話・調理実習において、妊娠中や出産前
後の健康管理や、栄養に関する情報提供を
行っています。 

・母子健康手帳の交付について、集団交付日
の日程が合わず個別交付となるケースが
増えています。歯科検診が別日の実施とな
り、二度来所する必要が出たケースや、案
内しても受診しない方等がいます。 

・マタニティプラザについて、平日午前中に
実施しているため、参加者が限定的となっ
ています。 

健康保険課 

妊婦健康診査 

母子健康手帳交付時に妊婦健

康診査受診票を交付し、適正受

診の勧奨や、支援が必要な妊産

婦に対する支援に努めます。 

さらに、不妊に関する相談窓

口の広報や不妊治療費助成事業

の周知を図ります。 

・母子健康手帳交付時に妊婦健康診査受診票を
交付し、適正受診の勧奨を行っています。支
援が必要な妊産婦については、医療機関と連
携して、情報の共有や支援を行っています。 

・令和２年度から、産後 2 週間と産後 1 か月の
産婦健康診査（2 回分）の費用助成を行って
います。受診時に支援が必要と判定された産
婦について、医療機関から情報提供を受け、
訪問や電話等での支援を行っています。 

・支援を必要とする妊産婦の抱える問題は複雑
かつ多様化してきており、支援について人
的・時間的負担が増加している状況です。 

健康保険課 

不妊相談・治

療費助成事業 

不妊治療指定医療機関のない

離島地域にある不妊治療を要す

る夫婦に対し、治療費及び交通

費・宿泊費の一部助成を行って

います。また、保健所及び指定医

療機関等と連携を図りながら、

制度の周知に取り組みます。 

・不妊治療指定医療機関のない離島地域にあ
る不妊治療を要する夫婦に対し、交通費・
宿泊費の一部助成を行っています。治療費
については、令和４年４月から不妊治療が
保険適用になったことに伴い助成を終了
しました。また、保健所及び指定医療機関
等連携を図りながら、制度の周知に取り組
んでいます。 

・申請件数は年度によって増減のバラツキが
あるため、見込みづらい状況です。また、
当事者においては非常にナイーブな問題
であるため、関わり方や把握が難しい状態
です。 

健康保険課 

こんにちは赤

ちゃん訪問事

業 

生後４か月までの乳児がいる

市内のすべての家庭を訪問し

て、育児の悩みやお母さんと赤

ちゃんの健康状態の把握に努め

ます。 

・地域の母子保健推進員が、生後 4 か月まで

の乳児がいる家庭に訪問し、母子の健康状

態等の確認や 3～4 か月児健診の受診勧奨

を行っています。 

健康保険課 
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（イ）小児保健医療の充実 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

緊急時に対応

するための家

庭での対策 

救急時にすぐ対応できるよ

う、休日・夜間の救急医療機関の

周知や、心肺蘇生法等の学習機

会の提供及び普及、家庭での事

故防止対策や乳児突然死症候群

（ＳＩＤＳ）対策の推進に努め

ます。 

・熊毛地区医師会及び島内医療機関との調

整・連携を図りつつ、市広報誌やホームペ

ージ等を活用して、休日・夜間の救急医療

機関の周知に取り組んでいます。また、「救

急医療週間」にあたる 9 月の第 1 土曜日

に、救急医療及び救急業務に対する地域住

民の正しい理解と認識を深めていただく

ための救急医療講座を実施し、とっさのと

きの応急手当として家庭でもできる救急

法のレクチャーを、実演を交えて行なって

います。 

・乳幼児健診等で小児救急電話相談の紹介や

事故防止対策のチラシを健診案内に同封

しています。また、乳児健診でＳＩＤＳに

ついて情報提供しています。 

・救急患者は増加傾向ですが、休日当番及び

夜間対応する救急医療機関は減少し、受け

入れが限られている状況です。 

健康保険課 

予防接種の接

種率の向上 

定期予防接種の接種率を向上

させ、疾病の予防に努めます。 

・乳幼児健診や集団接種時に母子健康手帳で

接種状況を確認し、個別に接種勧奨を行い

ます。 

・未接種者に対して、再通知、再々通知を実

施しています（MR1 期、2 期・日脳・四混・

ニ混等） 
・接種履歴なしの保護者に対して、予防接種

の必要性をどう伝えていくか課題です。               
・協力医療機関の減少で、接種機会の確保が

難しくなっている状況です。 

健康保険課 

専門的医療・相

談事業の充実 

障がいのある子どもや病気に

かかっている子どもが健やかに

安心して生活できるように、子

どもとその家族に対して、専門

的医療の提供や専門的相談の充

実を図るための体制づくりに努

めます。 

医療を含む障がい福祉サービスの提供体

制を確保し、障がい児やその家族からの相談

に応じるため、市または圏域において相談支

援の実施及び支援体制の確保に努めました。 

重度心身障がい児を支援する事業所との

連携や医療的ケア児支援のためのコーディ

ネーターの配置に取り組みました。 

健康保険課 

福祉事務所 
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（ウ）親子で健やかに成長するための子育て支援 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

地域で子育て

を応援する環

境づくり 

 地域子育て支援拠点を活用
し、親子同士の交流の場や子育
て情報の提供、子育て相談を行
います。 
また、母子保健推進員による乳
児家庭全戸訪問や「ファミリー・
サポート・センター」の充実な
ど、地域で子育てを応援する環
境づくりに努めます。 

・母子保健推進員研修会を年 6 回実施しまし
た。母子保健推進員は、担当地域において、
乳児家庭全戸訪問や乳幼児健診の受診勧
奨等を実施しています。 

・母子保健推進員として活動してくださる方
の年齢が上がってきている状況です。 

健康保険課 

福祉事務所 

幼稚園、保育
所、認定こど
も園等での地
域子育て支援
活動の推進 

幼稚園、保育所、認定こども園
等の身近な施設が地域に開か
れ、地域とともにあることで、保
護者のみならず地域の人々も子
どもの活動支援や見守りに参加
することが可能となります。こ
のようなことから、幼稚園、保育
所、認定こども園等を地域の子
育て力の向上に向け、保護者や
中高校生の教育の場として活用
していきます。 

認定こども園は各地域における子育て支
援活動拠点として位置づけられ、子育て教育
の場として活用しています。 

福祉事務所 

子育て支援に

重点をおいた

健診や相談の

充実 

育児不安や育児困難を抱える
保護者への相談体制や発育発達
に関する、より専門的な相談体
制の整備、乳幼児健診等の充実
に努めます。 

・保健センターにおいて、育児不安等を抱え
る保護者からの相談を随時受け付けてお
り、必要に応じて専門職に繋いでいます。
また、乳幼児健診や健康相談日に専門職の
スタッフを配置し、相談体制の充実を図っ
ています。 

・令和４年度から、出産後 1 年以内の母子を
対象に産後ケア事業を開始しており、授乳
相談や育児相談を実施しています。 

・健診や相談事業に従事するスタッフの確保
が必要です。 

健康保険課 

子育て支援情

報の提供 

子育てに関する情報を、誰も
が受け取りやすく、わかりやす
く、利用しやすいように、本市の
ホームページや広報紙を活用し
て提供に努めます。 

子育てに関する施設の状況や子育て支援
情報を市ホームページへ掲載しています。 

随時、ホームページの見直し、更新作業を
行っています。 

福祉事務所 

地域の子育て

支援ネットワ

ークの構築 

地域子育て支援拠点、教育・保
育施設や関係機関と連携し、地
域全体で子育て家庭を支える環
境づくりに努めます。 

子育て支援センターを拠点にファミリー・
サポート・センター事業を実施し、預かりや
送迎等の支援活動や会員間の交流や研修を
行いました。 

ファミリー・サポート・センター事業の支
援提供会員が不足している状況です。 

福祉事務所 

経済的な支援

の充実 

子育て世帯が抱える経済的負
担の軽減を図るため、各種手当
等の支給や子どもに係る医療費
の助成など行います。 

法令に基づき各種手当を適正支給すると
ともに、子ども医療費については、令和 7 年
4 月より対象児童すべてに対し現物給付を実
施することとしています。 

各種手当については、法改正等に適切に対
応し、速やかに支給できるよう体制整備に努
めます。 

福祉事務所 
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基本目標３ 地域全体で子育て家庭を支える～地域での支えあいの視点～について 

（ア）児童虐待防止対策の充実 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

子どもの権利

擁護の推進 

体罰によらない子育て等を推
進するため、体罰や暴力が子ど
もに及ぼす悪影響や体罰によら
ない子育てに関する理解が社会
で広まるよう、乳幼児健診の場
や子育て支援拠点、保育所、学校
等も活用して普及啓発活動を行
います。 

・乳幼児健診時に児童虐待の内容を掲載した
冊子を配布しています。 

・乳幼児健診時問診票で、虐待に関する項目
の該当者に対し内容確認し虐待に関する
説明相談等を実施しています。 

・関係機関と情報共有し、継続した普及啓発
活動を行います。 

福祉事務所 

健康保険課 

児童虐待の発

生予防、早期発

見、早期対応等 

地域の関係機関の連携並びに
情報の収集及び共有により支援
を行う目的で設置されている
「西之表市要保護児童対策地域
協議会」の取組の強化を図りま
す。また、児童相談所の専門性や
権限を要する場合には、遅延な
く児童相談所への事案送致や必
要な助言を求めます。 

西之表市要保護児童対策地域協議会      
・代表者会議 1 回 
・実務者会議 11 回 
・個別ケース会議 10 回 

（令和 5 年度実績） 
子ども家庭総合支援拠点(令和 3 年設置）と子
育て世代包括支援センター(令和 6 年設置）と
のより円滑な協働体制が図られるよう、取組
強化の必要があります。 

福祉事務所 

社会的養護施

策との連携 

児童養護施設や母子生活支援施
設等、社会的養護施設との連携
を図っていきます。 
また、里親の開拓や里親支援に
つながる広報・啓発等における
県との連携により、地域の中で
社会的養護が行えるような支援
体制の整備を行います。 

地域における児童虐待防止に取り組む中
で、児童養護施設や母子生活支援施設等、社
会的養護施設利用の必要性があり、実際に利
用に至った件数は多くはありませんが、一定
期間(暫時入所)利用後、当該家庭の望む(周囲
の支援･関係者も望む)方向性に繋げるための
緩衝材的役割が達成されていると思います。 

地理的課題が大きいですが、地域の中で社
会的養護が行えるような支援体制を整える
必要があります。 

福祉事務所 

 
 

（イ）ひとり親家庭の自立支援の推進 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

各事業の利用

の際の配慮 

保育及び放課後児童健全育成
事業の利用に際しての配慮等の
各種支援策を推進します。 

ひとり親家庭については、保育料の軽減や入
所順位の優先等配慮を行っています。放課後児
童クラブについては、待機児童もいないため、
特別な配慮は行っていません。 

福祉事務所 

就業支援 

母子・父子・寡婦世帯を対象に
した、母子父子寡婦福祉資金の
貸付や、母子家庭等高等技能訓
練促進事業などを活用した就業
支援を推進します。 

母子家庭等高等職業訓練促進給付金を活
用し、これまで２名の方に給付を行いまし
た。 

地理的に通学が厳しいため、通信制での利
用に限定されています。資格が取得できず、
資格を生かした就業に繋がらないケースが
ありました。 

福祉事務所 

経済的な支援

の充実 

児童扶養手当やひとり親家庭
医療費助成などの経済的支援を
推進します。 

国の基準に基づき、適正な給付を行ってい
ます。 福祉事務所 
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（ウ）障がい児施策の充実 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

障がいの早期

発見並びに治

療の推進 

障がいの原因となる傷病予防

のため、必要な知識の普及、母子

保健等の保健対策の強化、当該

傷病の早期発見及び早期治療の

推進その他必要な施策を講じま

す。また、乳幼児健診時に子ども

の成長段階に合わせた事故防止

の意識啓発を行います。 

・乳幼児健診等の機会に事故防止に関するリ

ーフレットを配布し、こどもの発達段階に

応じた事故防止を呼びかけています。ま

た、乳幼児健診において小児科医による診

察や専門職による個別相談を実施してお

り、必要に応じて精密検査受診券の発行や

健診後フォローを実施しています。 

・健診に従事するスタッフの確保、実施内容

の検討と日程の調整が必要です。 

健康保険課 

療育支援親子

教室の開催 

親子で一緒に遊ぶ場を提供し

ながら早期の療育的支援を実施

します。 

市子育て支援センターで実施するにこに

こ広場を活用して早期の療育的支援に繋げ

ます。 

参加する親子が増えるよう環境整備や周

知方法の工夫が必要です。 

健康保険課 

福祉事務所 

療育支援ネッ

トワーク会議

の開催 

各市町の療育支援ネットワー

ク会議から事例・課題等の検討

を充実します。 

療育支援ネットワーク会議を開催し、子育

て支援関連施設や関係機関との情報共有や

研修等を実施しています。 

支援を必要とする児童への対応やネット

ワーク会議の内容の検討が必要です。 

健康保険課 

福祉事務所 

医療的ケア児

に対する関連

分野の支援を

調整するコー

ディネーター

の配置 

医療的ケア児に対する総合的

な支援体制の構築に向けて、関

連分野を支援するコーディネー

ターとして養成された相談支援

専門員を配置します。 

医療的ケア児の支援にかかわ

る保健、医療、障がい福祉、保育、

教育等幅広い分野における連携

体制の確保に努めます。 

現在、教育・保育施設等に医療的ケア児は

在籍していませんが、毎年在籍状況等を把握

しています。 

教育・保育・医療・障害福祉等における医

療的ケア児に対する支援体制の確保・構築の

ため、コーディネーターの配置に取り組みま

した。 

健康保険課 

福祉事務所 

学校教育課 

障がい児の子

ども・子育て支

援等の利用受

入れ 

既に子ども・子育て支援事業

を利用している障がい児に加

え、利用していない障がい児の

ニーズを勘案し、それに対応で

きるよう、保育所や幼稚園、認定

こども園、放課後児童クラブ等

における受入体制の整備を進め

ます。 

教育・保育施設における障がい児の受入に

ついては、基準を満たす場合は、市補助金を

支給し、放課後児童クラブにおいては、補助

基準を満たす場合は、子ども・子育て支援事

業の対象とし、財政支援を実施しています。 

支援を行う保育士や支援員が不足してい

る状況です。 

福祉事務所 
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（エ）仕事と子育ての両立のための基盤整備 

主な取組 取組の内容 第２期の評価と課題 担当課 

育児休業後等

の教育・保育施

設の円滑な利

用 

保護者が、産前・産後休業、育

児休業明けに希望に応じて円滑

に教育・保育施設等を利用でき

るよう、産前・産後休業、育児休

業期間中の保護者に対する情報

提供や相談支援等を行います。 

教育・保育施設と連携し、情報共有しなが

ら、円滑に施設利用できるよう、随時情報提

供や相談に応じています。 

0 歳児の入所希望者に対し、定員が不足す

ることもあるため、児童数の推移を考慮しな

がら確保方策（定員数）の検討が必要です。 

福祉事務所 

仕事と生活の

調和を図るた

めの意識啓発

と環境の整備 

仕事と育児等の両立に関する

意識啓発を進めるとともに、長

時間労働等を含む働き方の見直

しなど就業者が働きやすい環境

整備を行い、具体的には、「西之

表市男女共同参画基本計画」に

おける取組と連携しながら推進

していきます。 

第４次男女共同参画基本計画に基づき、啓

発活動を行っていますが、令和３年度に実施

した市民アンケートの結果をみると、仕事を

優先している人の割合が４割超と依然とし

て高い状態となっています。 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の実現に向けて、一人ひとりの意識と

行動の改革に働きかける啓発を引き続き行

っていく必要があります。 

総務課 

経済観光課 

地域支援課 
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第４章 計画の基本的な考え方 
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１. 基本理念 

次代の社会を担うすべてのこども・若者が、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人

としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、そ

の権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、こ

どもの養育の基盤である家庭への十分な支援を行い、社会全体としてこども施策に取り組むことが

重要です。 

また、こども基本法では、日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神にのっとり、すべて

のこどもが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども政策を総

合的に推進することを目的としています。  

こどもの権利が尊重され、こども・若者、子育て家庭の誰もが幸せな状態で生活することができ、

子も親も健やかに成長していけるよう、地域全体で支援するまちづくりを推進する必要があります。 

これらのことを踏まえ、本計画では、子ども・子育て支援事業計画で推進してきた「ともに支え

あい、夢を持ち安心して子育てができるまち」の基本理念を継承するとともに、こども基本法の趣

旨を踏まえ、こども計画の基本理念を以下のように掲げます。 

 

「基本理念 ともに支えあい、夢を持ち安心して子育てができるまち」 

 

 

２. 基本目標 

本計画では、基本理念を実現するための施策の柱として、以下の３つの基本目標を掲げ、各取組

を進めます。 

 

基本目標１ すべてのこどもが尊重され、豊かな心を育み成長を支える環境づくり 

こども一人ひとりの権利と多様性を尊重し、意見表明や参画の環境を整えるとともに、成育環

境等によって差別的取扱いを受けることのないように、虐待、いじめ、暴力等からこどもを守り

救済することができるよう環境を整えます。 また、こどもが安心して過ごすことができる居場

所を展開していくことで、こどもの健全育成と、地域全体で子育て支援が行えるよう注力しま

す。 困難な状況にあるこども・若者、保護者を誰一人取り残さず、その特性や支援ニーズに応

じたきめ細かな支援や配慮を行い、安心して生活が送れるよう相談支援体制の充実に努めます。 

 

基本目標２ 安心してこどもを生み育てることができる環境づくり 

「子育て」は、こどもの誕生前から始まっており、乳幼児期の後も、学童期、思春期、青年期

を経て、おとなになるまで続くものとの認識の下、ライフステージに応じて切れ目なく対応し、

社会全体で子育て当事者を支えていきます。 

妊娠期から幼児期までは、きめ細かな母子保健サービス、未就園児の遊び場の充実、教育・保

育の質の向上を図ります。学童期・思春期では、学校教育の充実、学童保育などの提供、こども

の豊かな体験と遊びの機会の充実を図ることにより、未来に希望が持てるような青年期への支

援につなげていきます。 

また、子育て家庭に対する経済的支援の充実を始め、仕事と育児の両立が図られるよう各種制

度の活用や労働環境の改善について事業者等との連携のもと普及啓発に努めます。 

 



 

43 

基本目標３ こどもが健やかに成長できる環境づくり 

こどもの心身の健やかな成長のため、学校や家庭以外でも安心して過ごせる居場所や様々な

学び・遊び等の体験機会を、地域との連携協力のもと提供できる体制づくりを進めます。 

また、身近な場所にある保育所等を地域における子育て支援活動拠点として位置づけ、気軽に

相談や交流ができるネットワークづくりや、地域全体でこどもの成長を見守り応援する環境づ

くりに取り組みます。 

さらに、こどもや若者が自分の夢の実現に向けて様々な選択をしていけるような、未来に希望

を持てるまちづくりを進めます。 
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第５章 施策の展開 
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１. 施策の体系 
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基本
理念 

基本目標１ すべてのこどもが尊重され、豊かな心を育み成長を支える環境づくり 

施策の方向 
(ア)こどもの人権と権利を守る取組 

(イ)こどもの貧困対策・ひとり親家庭への支援 

(ウ)児童虐待防止対策の充実 

(エ)障がい児・医療的ケア児等への支援 

(オ)いじめ・不登校・ヤングケアラー・ひきこもり等への支援 

(カ)こどもの心身の安全を守る取組 

基本目標２ 安心してこどもを生み育てることができる環境づくり 

施策の方向 (ア)妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目のない保健・医療
の確保 

(イ)幼児期の教育・保育の充実 

(ウ)教育環境の充実 

(エ)共働き・共育ての推進 

(オ)子育てに関する経済的負担の軽減 

基本目標３ こどもが健やかに成長できる環境づくり 

施策の方向 (ア)こどもの居場所づくり、学び・遊び・体験機会の充実 

(イ)地域で子育てを応援する環境づくり 

(ウ)こどもや若者が未来に希望が持てる環境づくり 
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２. 施策の展開 

基本目標１ すべてのこどもが尊重され、豊かな心を育み成長を支える環境づくり 

施策の方向 

（ア）こどもの人権と権利を守る取組 

すべてのこどもや市民が、こどもの権利条約やこども基本法の趣旨や内容について理解を深

め、その多様性を尊重し、権利を保障し、「こども自らが権利の主体」であることを認識するこ

とが重要です。 

こども基本法の周知に努め、こどもが権利の主体であることの普及啓発を図り、人権に対する

理解を深め、人権尊重の意識を高める啓発活動を推進します。 

また、こどもの教育、養育の場において、こどもの権利に関する理解促進や人権教育を推進し

ます。 

【主な取組・事業例】 

○ 学校における人権教室や講演会の開催など、人権学習を通じたこどもの権利に関する理解

促進 

 

（イ）こどもの貧困対策・ひとり親家庭への支援 

こどもの貧困は、こどもの心身の成長や学力、進学などに様々な影響を及ぼすだけでなく、将

来の就労や収入など次の世代に貧困状態が連鎖する可能性が高いと言われており、こどもの貧

困対策及びひとり親家庭への支援に確実に取り組む必要があります。  

こどもが生まれ育った環境等に左右されることなく、心身ともに健やかに生活し、意欲的に学

習や活動に取り組めるよう、また保護者が安心して生活できるように、教育支援、生活支援、保

護者への就労支援、経済的支援に取り組みます。また、ひとり親家庭の生活の安定と自立を促進

するため、個々の実情や具体的な相談内容を踏まえ、受けられる支援制度を案内し、経済的負担

の軽減と経済的自立の支援をするとともに、こどもの学習支援・進学支援を行います。 

【主な取組・事業例】 

○ 生活困窮世帯のこども等を対象にした学習・生活支援事業 

○ ひとり親家庭の保護者に対する就労支援（高等職業訓練促進給付金等） 

○ 生活を下支えする経済的支援（児童扶養手当、母子父子寡婦福祉資金貸付等） 

○ 要保護及び準要保護児童生徒への就学援助費の支給 

 

（ウ）児童虐待防止対策の充実 

すべてのこどもが適切に養育されるよう、児童虐待の防止に向けた意識啓発を行うとともに、

養育に不安や課題を抱える家庭への見守りと相談支援体制を強化し、関係機関と連携を図りな

がら継続的な支援を行い、虐待の予防や早期発見・対応に努めるとともに、体罰によらない子育

て等を推進するため、体罰や暴力がこどもに及ぼす悪影響や体罰によらない子育てに関する理

解が社会で広まるよう、乳幼児健診の場や子育て支援センター、教育・保育施設、学校等と連携

して普及啓発活動を行います。 

また、地域の関係機関との連携、保健・教育部門とのより一体的な取組の強化を図ります。 
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【主な取組・事業例】 

○ 子ども家庭総合支援拠点運営事業 

○ 要保護児童対策地域協議会における関係機関の連携・情報共有 

○ 乳幼児健診時や子育て支援センターにおける相談支援 

 

（エ）障がい児・医療的ケア児等への支援 

障がいのあるこどもが安心して生活できるよう、教育、福祉、保健、医療の関係機関が連携し、

総合的な支援を行います。また、保健活動の一環として、妊産婦や乳幼児健診での疾病の早期発

見・療育に努めるとともに、基幹相談支援センターや相談支援事業所との連携など、地域におけ

る障がい児の支援体制を強化します。 

また、障がい等により配慮や支援を必要とするこどもの成長記録や指導上の配慮に関する情

報を必要に応じて関係機関で共有するなど、ライフステージに応じた切れ目のない効果的な支

援の提供に努めます。あわせて、医療的なケアを必要とするこどもについては、本人や家族が望

む環境で生活できるよう、地域の関係機関が課題を共有しながら支援の体制づくりを進めます。 

【主な取組・事業例】 

○ 療育相談・巡回相談事業 

○ 療育支援親子教室の開催 

○ 教育・保育の支援（障がい児保育事業、特別支援教育等） 

○ 療育支援ネットワーク会議における関係機関の情報共有・事例検討 

○ 基幹相談支援センター及び児童発達支援センターにおける相談支援 

○ よろ〜てファイル（療育支援のためのリレーファイル）の作成・活用 

○ 医療的ケア児コーディネーターの配置 

 

（オ）いじめ・不登校・ヤングケアラー・ひきこもり等への支援 

こどもが心身ともに健全に成長できるよう、学童期や思春期の悩みや不安に寄り添いつつ、学

びの場において不登校等の課題を抱えた児童・生徒の家庭環境や経済状況の把握に努め、必要な

支援を行います。 

また、大人が担うような家事や家族の介護をこどもが日常的に行っている「ヤングケアラー」

について、本市が行ったこどもの生活に関するアンケート調査【小学５・６年生及び中学１～３

年生の児童】では、2.2％と僅かではありますが、「自分がヤングケアラーに当てはまる」と回答

していることから、民生委員・児童委員をはじめ児童相談所や学校、教育委員会、関係機関等と

連携を図り、ヤングケアラーが疑われる児童・生徒の把握に努めるとともに、支援のあり方や対

策等について検討を進めます。 

ひきこもりの対策についても、関係機関と連携しながら実態の把握に努め、アウトリーチ型の

支援に取り組みます。 

【主な取組・事業例】 

○ いじめ問題対策連絡協議会における関係機関の連携・情報共有 

○ スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーによる相談支援 

○ 不登校の児童生徒の多様な学びの場・居場所の提供（教育支援センター等） 

○ 民生委員・児童委員や家庭児童相談員との連携・活動支援 
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（カ）こどもの心身の安全を守る取組 

誰も自殺に追い込まれることのないよう、生きることの包括的な支援として、こども・若者へ

の自殺対策を推進します。 

また、こどもの生命を守り、犯罪被害や事故、災害からの安全を確保することがすべてのこど

もが健やかに育つための前提であるとの認識の下、防犯・交通安全対策、防災対策等を進めると

ともに、こどもを有害環境から守るために、警察・行政・学校・地域・関係機関との連携・協力

の強化を図り、安全なまちづくりを推進します。 

【主な取組・事業例】 

○ 交通安全・防災教育の推進 
○ 地域におけるこどもの安全を守る取組の推進（こども 110番の家等） 
○ 青少年育成市民会議・青少年問題協議会等における関係機関の連携・情報共有 
○ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 
○ 「いのちの授業」の実施 
 
 

基本目標２ 安心してこどもを生み育てることができる環境づくり 

施策の方向 

（ア）妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目のない保健・医療の確保 

健康診査、健康相談等の母子保健事業をきめ細かく実施することにより、相談できる環境整備

を進めるとともに、適切な育児情報を提供し、育児不安の軽減を図ります。また、支援が必要な

家庭を早期に把握し、関係機関との連携を強化しながら専門的な相談につなぐことで、子育て家

庭が孤立することなく安心して子育てができるよう努めます。 

また、乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）予防対策や予防接種の推進、歯・口の健康づくりへの

取組の推進など、小児保健医療の充実に努め、疾病や障がいの早期発見・対応を図ります。 

【主な取組・事業例】 

○ 母子の健やかな健康管理と成長のための健康診査の実施（妊産婦健診、乳幼児健診等） 

○ 離島地域不妊治療支援事業 

○ マタニティプラザの実施 

○ 伴走型相談支援事業 

○ 産後ケア事業 

○ こんにちは赤ちゃん訪問事業（乳児家庭全戸訪問） 

○ 子育て世代包括支援センター、子育て支援センターにおける相談支援 

 

（イ）幼児期の教育・保育の充実 

保育ニーズが増加する一方で、少子化の進行等により利用定員のこどもを確保できない就学

前施設の増加が懸念されています。こどもにとってよりよい教育・保育環境を提供するため、保

育士等人材の確保、適正な利用定員の設定等、計画的な施設運営ができるよう支援し、教育・保

育の質の向上を図ります。 

また、各家庭の状況に応じた教育・保育ニーズへの対応や一時預かりの実施、病児・病後児保

育の検討など、多様な子育てニーズに柔軟に対応するための取組を継続して行います。 
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【主な取組・事業例】 

○ 教育・保育施設等給付費支給事業 

○ 一時預かり事業 

○ 教育・保育施設と家庭等の連携の推進 

○ 保育士等人材確保の取組（新規就業者への奨励金支給、施設等における求人活動への支援、
保育補助者雇用に係る費用の支援等） 

○ 保育士等の労働環境改善の取組支援 

 

（ウ）教育環境の充実 

こどもの健全な育成を図るためには、自分らしさを受け入れられる自己肯定感の醸成ととも

に、規範意識や思いやりの心を育てるための道徳教育や情報モラル教育・情報リテラシー向上へ

の取組、さらに、規則正しい食習慣の実践など家庭、学校、地域等が連携した食育の取組が必要

です。 

成長過程にあるこどもが、基本的な生活習慣や規範意識を形成し、基礎学力と体力を身に付

け、命を大切にする心や思いやりの心を養えるように、児童生徒の教育環境の充実を図ります。 

【主な取組・事業例】 

○ 保育所・幼稚園・認定こども園・小学校・中学校・高等学校との連携 

○ 思春期保健対策の推進（性及び命の大切さに関する教育） 

○ 食育の推進・普及啓発 

○ ＩＣＴ機器の活用による学力向上の取組・情報リテラシー向上のための教育の充実 

 

 

（エ）共働き・共育ての推進 

子ども・子育てに関するアンケート調査では、未就学児保護者の育児休業の取得状況について

「取得した（取得中である）」と回答した割合は、父親が約１割程度で、母親が約５割となって

います。また、「父母ともに日常的に子育てに関わっている」と回答した割合は、未就学児保護

者、就学児童保護者ともに６割を超えています。共働き世帯が増えてきている昨今では、家族や

地域の支援、各種制度、子育てサービスを上手に活用しながら仕事と育児の両立を図る必要があ

ります。 

育児休業が取得しやすい、子育てがしやすい環境づくりのためにも、ワーク・ライフ・バラン

ス（仕事と生活の調和）や共育てに関する啓発を行い、固定的な性別役割分担意識を超えて男女

がともに家事・育児に参画する意識醸成の取組を進めます。 

【主な取組・事業例】 

○ 男女共同参画の視点による研修会の開催 

○ 育児休業制度や子育て支援に関する情報の提供 

○ ファミリー・サポート・センター事業 
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（オ）子育てに関する経済的負担の軽減 

近年の物価高騰により子育て世帯の経済的負担はますます大きくなりつつあります。子ども・

子育てに関するアンケート調査でも、市に期待する政策として「子育てのための経済的支援の充

実」を望む回答が最も多く７割を超えています。これまでも国・県の制度も活用しながら様々な

経済的支援策に取り組んでいますが、今後も引き続き、支援の改善・拡充を図りつつ安心して子

育てができる環境づくりに努めます。 

【主な取組・事業例】 

○ 幼児教育・保育の無償化 

○ 児童手当・児童扶養手当・特別児童扶養手当の支給 

○ 子育て応援券の支給 

○ 高校生までのこども医療費給付（窓口無料化の実施） 

○ 離島地域こども通院費等支援事業（島外の医療機関での治療が必要な場合の交通費等助成） 

○ 学校給食費の無償化 

○ 小・中学校の入学祝金支給 

 

 

基本目標３ こどもが健やかに成長できる環境づくり 

施策の方向 

（ア）こどもの居場所づくり、学び・遊び・体験機会の充実 

本市では、子育て支援センターにおいて、乳幼児及びその保護者を対象に、交流活動や子育て

についての相談などを行っています。また、市内 11か所に放課後児童クラブが開設されており、

放課後のこどもが安心して過ごせる居場所として重要な役割を果たしています。さらに市内２

か所の児童館では、児童に健全な遊びを提供し、豊かな情操を育む場として、地域の児童や母親

クラブ等の活動に利用されています。 

今後も引き続き、支援員等の人材確保・育成に努めるとともに、各施設設備の充実を図りなが

ら、すべてのこどもが安全に安心して過ごすことができる居場所づくりに取り組みます。また、

各施設において、地域の特色等を生かした様々な学びや遊び、体験の機会をこどもたちに提供で

きるよう、活動支援に努めるとともに、地域の協力が得られるように放課後児童クラブ及び学校

関係者やこどもに関わる関係機関等との連携・協力を図ります。 

【主な取組・事業例】 

○ 地域子育て支援センター事業 

○ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブの運営支援） 

○ 児童館管理事業 

○ ふるさとまなび～隊開催事業や鉄砲館コンシェルジュの実施 
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（イ）地域で子育てを応援する環境づくり 

保育所、幼稚園、認定こども園等の身近な施設が地域に開かれ、地域とともにあることで、保

護者のみならず地域の人々もこどもの活動支援や見守りに参加することが可能になります。各

施設を地域における子育て支援活動拠点として位置づけ、地域の子育て力の向上を目指し、保護

者や小中高校生の子育てに関する教育の場として活用していきます。 

また母子保健推進員による乳児家庭全戸訪問やファミリー・サポート・センター事業の充実な

ど、地域で子育てを応援する環境づくりに努めます。 

【主な取組・事業例】 

○ 保育所、幼稚園、認定こども園等での地域子育て支援活動の推進 

○ こんにちは赤ちゃん訪問事業（乳児家庭全戸訪問） 

○ ファミリー・サポート・センター事業 

○ 地域の子育て支援ネットワークの構築 

 

（ウ）こどもや若者が未来に希望が持てる環境づくり 

こども・若者が自分の夢を持ち、将来のために必要な選択ができるよう、様々な体験・学習機

会の提供に努めるとともに、若い世代が本市に住み続け、結婚やこどもを生み育てることへの希

望を持てるよう、結婚支援や安定した雇用の場の確保、学び直しやスキルアップの機会の創出等

の取組を進めます。 

また、ニートやひきこもりなど、社会生活を営むうえでの困難や生きづらさを抱える若者に対

しては家族も含めた包括的な相談支援に取り組みます。 

【主な取組・事業例】 

○ 高校魅力化支援事業 

○ 結婚祝金制度の創設 

○ かごしま出会いサポートセンター出張窓口の開設 

○ 高等教育機関等活用事業 

○ くらしサポートセンター等、各種相談機関の連携による相談支援 
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第６章 子ども・子育て支援事業計画 
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１. 子ども・子育て支援新制度の概要 

子ども・子育て支援制度は、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上

を進めていくためにつくられ、平成 24年８月に成立した子ども・子育て関連３法に基づく制度で、

平成 27 年４月から新たな子育て支援の仕組みが施行されています。 

本市においても、平成 27年に「西之表市子ども・子育て支援事業計画（第１期）」を、令和２年

に「第２期西之表市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、こども・子育てに関する総合的な取

組を進めてきました。 

 

（1）施設型給付と地域型保育給付 

認定こども園、幼稚園、保育所への「施設型給付」と小規模保育事業等への「地域型保育給付」

が創設され、従来、別々に行われていた財政支援の仕組みが共通化されました。 

 

施設型給付 

○ 幼稚園 

○ 保育所 

○ 認定こども園（幼保連携型／幼稚園型／保育所型／地方裁量型） 

地域型保育給付 
○ 小規模保育事業       ○ 家庭的保育事業 

○ 居宅訪問型保育事業     ○ 事業所内保育事業 

 

（2）支給認定制度 

認定こども園、幼稚園、保育所、地域型保育事業を利用するこどもについては、次の３つの認定

区分が設けられ、市町村が保育の必要性の有無等の客観的基準に基づき認定し、認定区分に基づく

給付を支給する仕組みとなっています。 

 

認定区分 
利用定員を設定し、給付を受ける 

施設・事業 

１号認定（子ども・子育て支援法第 19条第１号） 
満３歳以上（２号認定を除く）の就学前児童 

認定こども園 
幼稚園 

２号認定（子ども・子育て支援法第 19条第２号） 
満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前児童 

認定こども園 
保育所 

３号認定（子ども・子育て支援法第 19条第３号） 
満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前児童 

認定こども園 
保育所 

地域型保育事業 
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（3）地域子ども・子育て支援事業 

地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業などの 13 の事業が「地域子ども・子育て支

援事業」として法定化され、各市町村が地域の実情に応じて推進していくこととなりました。また

令和４年の児童福祉法改正（令和６年４月施行）により、地域子ども・子育て支援事業として、「子

育て世帯訪問支援事業」、「児童育成支援拠点事業」、「親子関係形成支援事業」が、令和６年の子ど

も・子育て支援法改正（令和７年４月施行）により、「妊婦等包括相談支援事業」、「乳児等通園支援

事業」、「産後ケア事業」が新たに創設されました。 

 

事業の名称 

① 利用者支援事業               ② 地域子育て支援拠点事業 

③ 妊婦健康診査を実施する事業         ④ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑤ 養育支援訪問事業・こどもを守るための地域ネットワーク機能強化事業 

⑥ 子育て短期支援事業 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

⑧ 一時預かり事業               ⑨ 時間外保育事業（延長保育事業） 

⑩ 病児保育事業                ⑪ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業      ⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

（新規） 

⑭ 子育て世帯訪問支援事業           ⑮ 児童育成支援拠点事業 

⑯ 親子関係形成支援事業            ⑰ 妊婦等包括相談支援事業 

⑱ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） ⑲ 産後ケア事業 
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２. 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

（1）教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法第 61 条第２項に基づき、地理的条件や人口、交通事情、その他の社会的

条件及び教育・保育施設の整備状況等を総合的に勘案して、保護者やこどもが居宅から容易に移動

することが可能な区域を、「教育・保育提供区域」として定めることとなっています。 

本市は、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備状況、その他の

条件を総合的に勘案し、提供区域は西之表市全域を１区域として設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●現和みどり保育園 

●くにがみこども園 

住吉さくら保育園● 

 

若宮保育園● 

● ●安納双葉保育園 
●  

● 認定こども園 

● 認可保育所 

●  

幼稚園 

●榕城幼稚園 

● 

平和の園保育園 

西之表幼稚園  
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（2）教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策等 

（ア）教育・保育の認定区分 

 

【教育・保育の認定区分】 

１号認定 
３～５歳幼児期の学校教育 

（子ども・子育て支援法第 19 条第１号に該当：教育標準時間認定） 

２号認定 
３～５歳保育の必要あり 

（子ども・子育て支援法第 19 条第２号に該当：満３歳以上・保育認定） 

３号認定 
０～２歳保育の必要あり 

（子ども・子育て支援法第 19 条第３号に該当：満３歳未満・保育認定） 

 

【子育てのための施設等利用給付認定区分】 

新１号認定 
３～５歳幼児期の学校教育 

（子ども・子育て支援法第 30 条の４第１号に該当：教育標準時間認定） 

新２号認定 

３～５歳保育の必要あり 

（子ども・子育て支援法第 30 条の４第２号に該当：満３歳以上・保育認定） 

※新２号認定に該当する３歳児 

 →満３歳に達する日以後最初の 3/31 を経過した児童 

新３号認定 

０～２歳（非課税世帯に属する児童）保育の必要あり 

（子ども・子育て支援法第 30 条の４第３号に該当：満３歳未満・保育認定） 

※新３号認定に該当する満３歳児 

 →満３歳に達する日以後最初の 3/31 までの間にある児童 

 

 

（イ）児童人口推計                                    

区分 
令和 
２年 

令和 
３年 

令和 
４年 

令和 
５年 

令和 
６年 

令和 
７年 

令和 
８年 

令和 
９年 

令和 
10 年 

令和 
11 年 

０歳児 81 85 84 61 68 68 66 65 64 62 

１歳児 88 85 88 94 64 73 72 70 69 67 

２歳児 126 88 96 91 88 66 75 74 72 71 

３歳児 108 128 85 99 94 90 66 76 75 73 

４歳児 115 107 130 85 99 95 91 67 77 76 

５歳児 126 116 110 121 86 99 95 91 67 77 

 644 609 593 551 499 491 465 443 424 426 

単位：人 
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（ウ）教育・保育の「量の見込み」及び「確保方策」 

本計画では、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業について、計画期間における需要量

の予測を表す「量の見込み」と、「量の見込み」に対する確保方策を定める必要があります。 

教育・保育の「量の見込み」については、子育てに関するアンケート調査により把握した保護

者からのニーズ等を基に国の算出方法により算出しました。 

 

① １号認定＋２号認定（教育ニーズ） 

【事業の概要】 

学校教育法に基づき、幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長する幼児教

育を実施する事業です。 

【第２期 実績値】                             

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値（量の見込み） 134 130 127 124 121 

①計画値（確保方策） 210 210 210 210 210 

②実績値（入所児童数） 120 126 114 107 118 

過不足 ①－②  100 94 106 103 92 

【確保の方針】 

現状において、提供体制を確保できています。今後も、保護者の多様なニーズと共働き家庭の

保育利用の希望にも応えられるような制度設計を行います。 

【第３期 計画値】                             

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 71 62 58 55 57 

 １号認定 39 34 32 30 31 

２号認定(教育ニーズ) 32 28 26 25 26 

②確保方策(利用定員数) 190 190 190 190 190 

過不足 ②－①  119 128 132 135 133 

② ２号認定 

【事業概要】 

児童福祉法に基づき、保護者の労働、疾病等の理由で、家庭において乳幼児を保育することが

できない保護者に代わって、その乳幼児の心身の健全な発達を目指し保育することを目的とす

る事業です。 

【第２期 実績値】                             

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値（量の見込み） 215 207 203 198 194 

①計画値（確保方策） 199 199 199 199 199 

②実績値（入所児童数） 229 231 212 208 161 

過不足 ①－②  -30 -32 -13 -9 38 

単位：人 

単位：人 

単位：人 
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【確保の方針】 

児童数は年々減少していますが、母親が就労する割合は増加しています。 

就労等の理由で家庭において保育することができない保護者の多様なニーズに応えられるよ

う、調整を図りながら対応していきます。 

【第３期 計画値】                           

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10 年度 令和11 年度 

①量の見込み 210 186 173 162 167 

②確保方策（利用定員数） 170 170 170 170 170 

過不足 ②－①  -40 -16 -3 8 3 

 

③ ３号認定 

第１期計画及び第２期計画においては、３号認定のうち１歳児と２歳児をまとめて計上して

いましたが、近年の育児休業の取得状況や保育所等への入所申込者数などをみると、１歳児と２

歳児の保育ニーズに差異が見られることから、第３期計画においては１歳児と２歳児を分けて

集計することとなりました。 

【第２期 実績値】                             

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値 ０歳 25 25 22 22 22 

(量の見込み) １歳・２歳 155 151 149 145 142 

①計画値（確保方策） 181 181 181 181 181 

②実績値（入所児童数）  176 144 156 152 125 

  ０歳 19 20 19 15 13 

  １歳 61 57 68 63 46 

  ２歳 96 67 69 74 66 

①－② 過不足 5 37 25 29 56 

【確保の方針】 

育児休暇を取得されている方の職場復帰等に伴う途中入所や、就労等の理由で家庭において

保育することができない保護者の保育利用の希望に対応できるような体制を整えていきます。 

【第３期 計画値】                             

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10 年度 令和11 年度 

①計画値（量の見込み） 160 165 162 159 155 

 ０歳 48 47 46 45 44 

１歳 60 59 58 57 55 

２歳 52 59 58 57 56 

②計画値（確保方策） 160 160 160 160 160 

 ０歳 45 45 45 45 45 

 １歳 60 60 60 60 60 

 ２歳 55 55 55 55 55 

②－① 過不足  0 -5 -2 1 5 

単位：人 

単位：人 

単位：人 
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④ ３号認定（０～２歳児）の保育利用率 

子ども・子育て支援事業計画では、３号に該当する子どもについて、子どもの総数に占める保

育の利用定員数の割合である「保育利用率」に係る各年度の目標値を定めることとされていま

す。 

この「保育利用率」の目標値については、満３歳未満の推計児童数に占める３号認定の確保方

策を、各年度の保育利用率の目標に設定します。 

【保育利用率】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10 年度 令和11 年度 

３歳未満(０～２歳)推計児童数 207 213 209 205 200 

３号認定児童の確保方策 160 160 160 160 160 

保育利用率 （％） 77.3% 75.1% 76.6% 78.0% 80.0% 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：人 
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（エ）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」については、各サービス等の利用状況、利用実

績、今後の児童数推計、子育てに関するアンケート調査により把握した保護者からのニーズ等を

基に算出しました。 

 

① 利用者支援事業 

【事業概要】 

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉

等の関係機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援

を行うとともに、関係機関との連絡調整を行う事業です。 

主に行政機関の窓口以外で利用者に対する支援と地域連携をともに行う「基本型」、主に行政

機関の窓口を活用して利用者に対する支援を行う「特定型（いわゆる「保育コンシェルジュ」）」、

母子保健と児童福祉が連携してすべての妊産婦及びこどもとその家庭に対して切れ目のない

支援を行う「こども家庭センター型」があります。 

【量の見込みの考え方】 

利用者支援事業に係る量の見込みについては、アンケート調査に設定されていないため、現在

の利用実績を踏まえ、量の見込みとしました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

子ども家庭総合支援拠点に子ども家庭支援員を配置し、子育て世代包括支援センターとの連

携により相談、助言、関係機関との連絡調整等を実施しています。 

また、計画期間内の「こども家庭センター」の整備に向けて、検討を進めます。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実施施設数（箇所） 1 1 1 1 1 

【量の見込みと確保方策】 

「基本型・特定型」 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（実施箇所数） 1 1 1 1 1 

確保方策（実施箇所数） 1 1 1 1 1 

「こども家庭センター型」 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（実施箇所数） ― 1 1 1 1 

確保方策（実施箇所数） ― 1 1 1 1 
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② 地域子育て支援拠点事業 

【事業概要】 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の援助を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

子育てに関するアンケート調査により把握した保護者からのニーズ等を基に、国の算出方法

により算出しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

西之表市子育て支援センター「にこにこひろば」において、乳幼児とその保護者を対象として、

子育てに関する相談、情報の提供・助言その他の援助を行う事業を実施しており、今後も引き続

き「地域子育て支援拠点事業」を実施します。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
（見込み） 

利用人数（人/年） 3,203  3,958  4,992  4,492  3,495  

施設数（箇所） 1 1 1 1 1 

 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人/年） 3,438  3,256  3,102  2,969  2,983  

確保方策（人/年） 3,438  3,256  3,102  2,969  2,983  

確保方策（箇所） 1 1 1 1 1 

 

 

③ 妊婦健康診査 

【事業概要】 

妊婦の健康保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査、

計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する

事業です。 

【量の見込みの考え方】 

出生率は減少傾向にありますが、令和２～６年度の事業実績を基に推計しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

妊婦の健康管理体制を確立し、経済的負担の軽減を図るとともに、健康診査の徹底、疾病・異

常の早期発見・治療に努め、近年増加傾向にある里帰り出産も含め安心して出産ができる体制の

確保に努めます。また、従来どおり委託医療機関で受診できる妊婦健康診査を「子ども・子育て

支援事業」として位置付けます。 
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【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
(見込み) 

年間延べ受診数（人） 1,092  947  883  828  1,017  

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人） 1,008  999  990  981  972  

確保方策（実施箇所数） 県医師会へ委託し、各医療機関で受診できる環境を整える。 

 
 

④ 乳児家庭全戸訪問事業 

【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環

境等の把握を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和２～６年度の事業実績を基に推計しました。引き続き供給体制の確保に努めます。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

保健師や母子推進員により、現在の体制で実施していきます。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
(見込み) 

年間訪問戸数（戸） 86 78 62 72 55 

訪問率 100.00% 92.86% 100.00% 100.00% 80.88% 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（戸） 50  45  41  37  34  

確保方策 保健師や母子推進員が担当地区ごとに訪問活動を行う。 

 

 

⑤ 養育支援訪問事業・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

◆養育支援訪問事業 

【事業概要】 

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した、保護者の養育を支援することが特に必要と判断さ

れる家庭に対して、保健師・助産師・保育士等が居宅を訪問し、養育に関する相談支援や育児・

家事援助等を行う事業です。 
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【量の見込みの考え方】 

要保護及び要支援児童等への訪問は個別の実情に応じたものであり、必要な訪問の頻度はそ

の事情により大きく差異が生じます。このため、今後の増減を見込むことが困難なことから、量

の見込みは過去の実績と今後の支援体制の充実を見込んで算出しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

養育指導が必要な家庭を訪問し、適切な指導・助言を行い、保健師等による要保護児童に対す

る支援を実施します。 

なお、育児に関する援助として、①産褥期の母子に対する育児支援や簡単な家事等の援助、②

未熟児や多胎児等に対する育児支援・栄養指導、③養育者が身体的・精神的に不調状態にある場

合の相談・指導、④若年の養育者に対する育児相談・指導、⑤児童が児童養護施設等を退所後に

アフターケアを必要とする家庭等に対する養育相談・支援など、ケースに応じて柔軟かつ迅速な

対応ができる体制を構築します。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
(見込み) 

年間訪問件数（人） 10 23 22 13 26 

 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人） 22  22  22  22  22  

確保方策 
妊婦検診や乳幼児健診未受診者を中心に保健師が訪問し支援へ繋

げる。 

 
 

◆子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

【事業概要】 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機

関職員等の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業です。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

「要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）」において、要保護児童の適

切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を継続して行います。協議会は、「代

表者会議」「実務者会議」「個別ケース検討会議」の三層体制となっており、関係機関を含めた地

域全体で子どもを守る支援体制を構築し、関係機関相互の連携強化を図ります。また、ネットワ

ーク構成員の専門性強化のため、研修等への積極的参加を促します。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
(見込み) 

実施の有無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 



 

64 

【確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実施の有無 有 有 有 有 有 

 
 

⑥ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

【事業概要】 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童に

ついて、児童養護施設等への入所により、必要な保護を行う事業です。 

保護者が子どもと共に入所・利用すること、子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入所・

利用も可能となりました。 

【量の見込みの考え方】 

アンケート調査結果及び過去の事業実績より、見込み量を算出しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった

児童に対し、児童養護施設に保護を要請した実績はありませんが、今後、保護が必要となること

も想定されるため、目標設定を行いました。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績値（人日） 0 0 0 0 0 

施設数（箇所） 0 0 0 0 0 

 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み（人日） 5 5 5 5 5 

②確保方策 県の児童養護施設等と連携して相談支援に努め、計画期間中、必
要に応じて事業の実施を検討します。 

 
 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

【事業概要】 

児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望す

る方（おねがい会員）と当該援助を行うことを希望する方（まかせて会員）との相互援助活動に

関する連絡、調整を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

本事業の令和２～５年度の利用実績は、若干のバラツキはありますが、ほぼ安定しています。

令和６年度が極端に減少しているため、今後の量の見込みについては令和２～５年度実績の平

均値としました。 
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【提供体制、確保方策の考え方】 

現在の体制を維持しつつ、市の広報やホームページ、子育て支援センター等を通じて、サービ

スを必要とする方への周知を図るとともに、援助活動を行う「まかせて会員」の確保に努めます。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
（見込み） 

実績値（人/年） 62 58 78 65 12 

施設数（箇所） 1 1 1 1 1 

 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み（人/年） 66 66 66 66 66 

②確保方策（人/年） 66 66 66 66 66 

施設数（箇所） 1 1 1 1 1 

 
 

⑧ 一時預かり事業 

◆幼稚園型 

【事業概要】 

幼稚園の在園児を対象に、幼稚園における通常の教育時間外に幼稚園内で園児を保育する事

業です。対象は３～５歳です。 

 

【量の見込みの考え方】 

各保育所等における一時預かり事業の令和２～５年度の利用実績から、量の見込みを推計し

ました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

現在、一時預かり事業（幼稚園型）を市が委託して行っている施設は、認定こども園・幼稚園

の３か所です。保護者の事情・要望等を見極め、適切な対応ができるよう努めます。 

【第２期 実績値】幼稚園型 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
（見込み） 

１号認定による利用（人/年） 11,105  11,768  10,566  10,478  10,979  

２号認定による利用（人/年） 55 147 133 244 144 

施設数（箇所） 3 3 3 3 3 
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【量の見込みと確保方策】幼稚園型 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人/年） 10,752  10,530  10,312  10,099  9,890  

確保方策（人/年） 10,752  10,530  10,312  10,099  9,890  

施設数（幼稚園型）（箇所） 3 3 3 3 3 

 
 

◆一般型  

【事業概要】 

家庭での保育が一時的に困難となった乳幼児を、保育所等で一時的に預かり、必要な保護を行

う事業です。 

子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能となりました。 

【量の見込みの考え方】 

幼稚園型以外の一時預かり事業の令和２～５年度の利用実績から、量の見込みを推計しまし

た。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

市内２か所の保育所等で事業を実施していますが、自主事業として実施している施設もあり

ます。日常生活上の突発的な事情等により、一時的に家庭での保育が困難となる場合等に対応で

きる環境づくりに努めます。 

【第２期 実績値】一般型 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
（見込み） 

利用人数（人/年） 55 147 133 244 145 

施設数（箇所） 2 2 2 2 2 

【量の見込みと確保方策】一般型 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人/年） 145 145 145 145 145 

確保方策（人/年） 145 145 145 145 145 

施設数（箇所） 2 2 2 2 2 
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⑨ 延長保育事業 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、保

育所等で引き続き保育を実施する事業です。 

【量の見込みの考え方】 

アンケート調査における量の見込みを基に、３つの施設での実施を想定し、見込み量を算出し

ました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

現在、本市の保育所等では、11 時間の開所時間を超えて実施する延長保育は実施しておりま

せんが、今後、保護者の勤務形態の多様化で延長保育ニーズは高まるものと推測されるため、実

施に向けた取組を進めます。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用人数（人） 0 0 0 0 0 

確保方策（人） 0 0 0 0 0 

 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人） 84 84 84 84 84 

確保方策（人） 84 84 84 84 84 

施設数（箇所） 3 3 3 3 3 

 

⑩ 病児保育事業 

【事業概要】 

病児・病後児保育事業は、病気にかかっている児童や病気から回復しつつある児童を医療機関

や保育所等に付設された専用スペースなどで一時的に預かる事業です。 

【量の見込みの考え方】 

保護者のニーズは高いものの、現在、実施施設がありません。第２期計画と同様の見込みとし

て設定しています。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

現在、実施施設はありませんが、今後、利用を希望される保護者も想定されるため安心して子

育てができる環境を関係者と協議しながら、事業実施に向けた検討を進めます。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用人数（人/年） 0 0 0 0 0 
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【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人/年） 10 10 10 10 10 

確保方策 計画期間中の事業実施に向け、提供体制の整備を検討する。 

 

⑪ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

【事業概要】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後等

に小学校の余裕教室や児童館等において適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を

図る事業です。 

【量の見込みの考え方】 

現在の利用実績に推計児童数等を勘案し、見込み量を算出しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

放課後児童クラブについては、令和６年度までに 11施設に増えており、利用者も増加傾向に

あります。引き続き、子どもが放課後を安全に過ごすために、適切な遊び及び生活の場を提供で

きるよう環境の整備を行います。 

【第２期 実績値】 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画値（量の見込み） 157 153 149 145 143 

登録人数 

１年生 39 38 37 36 35 

２年生 35 35 34 34 33 

３年生 32 31 30 29 29 

４年生 20 19 19 18 18 

５年生 20 19 19 18 18 

６年生 11 11 10 10 10 

①計画値（確保方策） 240 240 240 240 240 

②実績値（人） 181 235 239 274 290 

施設数（箇所） 7 7 9 10 11 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人 
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【量の見込みと確保方策】 

  区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

計画値（量の見込み） 285 279 274 269 264 

登録人数 

１年生 69 67 66 65 64 

２年生 66 65 64 63 62 

３年生 58 57 56 55 54 

４年生 36 35 34 33 32 

５年生 36 35 34 33 32 

６年生 20 20 20 20 20 

計画値（確保方策） 368 368 368 368 368 

施設数（箇所） 11 11 11 11 11 

 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業概要】 

子どもが特定教育・保育等、また、特定子ども・子育て支援を受けた場合において、保護者が

支払うべき日用品、文房具等の購入に要する費用や給食費（副食材料費）等について、世帯所得

の状況を勘案して、その一部を助成する事業です。 

【量の見込みの考え方】 

本市では、現在未移行幼稚園の副食費にかかる実績のみとなっていますが、当該幼稚園が新制

度への移行を予定しているため、本計画では、生活保護世帯の教材費等に係るものを想定して見

込みました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

幼児教育・保育の無償化に伴い、令和元年 10月より事業を開始しました。保護者が支払うべ

き実費徴収費用の一部を助成することにより、経済的負担の軽減を図り、子どもの健やかな成長

を支援します。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和６年度 
（見込み） 

利用人数（人/年） 11 9 9 4 3 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人） 1 1 1 1 1 

確保方策（人） 1 1 1 1 1 

 
 
 
 

単位：人 
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⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【事業概要】 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の量的拡大を進

める上で、多様な事業者の新規参入を支援するほか、特別な支援が必要なこどもの受入体制を構

築することで、良質かつ適切な教育・保育等の提供体制の確保を図る事業です。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

国が定める「多様な事業者の参入促進・能力活用事業実施要綱」に基づき、民間事業者の参入

促進、多様な事業者の能力活用といった観点から効果が高いと考えられる事業について、研究・

検討します。 

【第２期 実績値】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
令和６年度 
（見込み） 

実施の有無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実施の有無 － － － － － 

※計画期間中に実施に向けて検討し、実施の際は中間年で見直しを行います。 
 

（新規事業） 

⑭ 子育て世帯訪問支援事業 

【事業概要】 

令和４年児童福祉法改正により、地域子ども・子育て支援事業として新たに創設され、令和６

年４月 1日から施行されており、家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産

婦、ヤングケアラー等がいる家庭を訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴すると

ともに、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭の養育環境を整え、虐待リスク等の

高まりを未然に防ぐことを目的としています。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

地域子ども・子育て支援事業に位置づけられることから、第３期計画において、「量の見込み」

や「確保方策」等を策定し、計画的な整備を進めていく必要があります。 

他の訪問事業及び相談事業、また、学校からの情報を参考に支援を必要とする家庭や児童の早

期の把握に努め、計画的な整備を進めます。 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人） － － － － － 

確保方策（人） － － － － － 

     ※計画期間中に実施に向けて検討し、実施の際は中間年で見直しを行います。 
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⑮ 児童育成支援拠点事業 

【事業概要】 

令和４年児童福祉法改正により、地域子ども・子育て支援事業として新たに創設され、令和６

年４月 1 日から施行されており、養育環境等に課題を抱える家庭や学校に居場所のない児童等

に対して、当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、

生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び

家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援

を包括的に提供することにより、虐待を防止し、児童の最善の利益の保障と健全な育成を図るこ

とを目的としています。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

地域子ども・子育て支援事業に位置づけられることから、第３期計画において、「量の見込み」

や「確保方策」等を策定し、計画的な整備を進めていく必要があります。 

現在、実績はありませんが、本事業の利用が望ましい児童については、教育委員会・学校等の

関係部局と連携し、スクールソーシャルワーカーや教員等からの情報を参考に早期の把握に努

め、計画的な整備を進めます。 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人） － － － － － 

確保方策（人） － － － － － 

     ※計画期間中に実施に向けて検討し、実施の際は中間年で見直しを行います。 

 

⑯ 親子関係形成支援事業 

【事業概要】 

令和４年児童福祉法改正により、地域子ども・子育て支援事業として新たに創設され、令和６

年４月 1 日から施行されており、児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者

及びその児童に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状

況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同

士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を

行うことにより、親子間における適切な関係性の構築を図ることを目的としています。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

地域子ども・子育て支援事業に位置づけられることから、第３期計画において、「量の見込み」

や「確保方策」等を策定し、計画的な整備を進めていく必要があります。 

関係各課と連携し、支援を必要とする家庭等の早期の把握に努め、計画的な整備を進めます。 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み（人） － － － － － 

確保方策（人） － － － － － 

     ※計画期間中に実施に向けて検討し、実施の際は中間年で見直しを行います。 
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⑰ 妊婦等包括相談支援事業 

【事業概要】 

令和６年子ども・子育て支援法改正により、地域子ども・子育て支援事業として、新たに創設

され、令和７年４月から施行されます。妊婦・その配偶者等に対して、面談、その他の措置を講

ずることにより、妊婦等の心身の状況、その置かれている環境等の把握を行うほか、母子保健や

子育てに関する情報の提供、相談その他の援助を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和５・６年度の妊娠届け出数及び事業の利用実績から、国の手引きに基づき量の見込みを推

計しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

地域子ども・子育て支援事業に位置づけられることから、第３期計画において、「量の見込み」

や「確保方策」等を策定し、計画的な整備を進めていく必要があります。 

事業は、令和４年度より出産・子育て応援交付金の伴走型相談支援として、既に本市において

も実施している事業を制度化したものであることから、面談回数については、３回を基本として

設定します。 

【量の見込みと確保方策】 

年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10 年度 令和11 年度 

量の見込み 

妊娠届出数（件） 65 62 59 57 55 

面談回数（回） 3 3 3 3 3 

実施合計回数（回） 195 186 177 171 165 

確保方策（回） 195 186 177 171 165 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 

 
 

⑱ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

【事業概要】 

令和６年子ども・子育て支援法改正により、地域子ども・子育て支援事業として、新たに創設

され、令和７年４月から施行されます。親が就労していなくても子どもを保育所などに預けるこ

とができる新たな制度です。 

保育所等において、満３歳未満の乳児又は幼児で、保育所に入所していない子どもに、適切な

遊びや生活の場を与えるとともに、子どもとその保護者の心身の状況や養育環境を把握するため

の面談、子育てについての情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

【量の見込みの考え方】 

国の手引きに基づき、各年度の対象年齢の未就園児数を推計し見込み量を算出しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

地域子ども・子育て支援事業に位置づけられることから、第３期計画において、「量の見込み」

や「確保方策」等を策定し、計画的な整備を進めていく必要があります。 

本市では、実施予定年度を令和８年度で計画しています。本格実施を見据えた試行的事業であ

るため、利用者のニーズを的確に捉え、計画的な整備を進めます。 
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【量の見込みと確保方策】 

年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10 年度 令和11 年度 

０歳児 
量の見込み（人/日） ―  4 4 4 4 

確保方策（人/日） ― 4 4 4 4 

１歳児 
量の見込み（人/日） ― 4 4 4 4 

確保方策（人/日） ― 4 4 4 4 

２歳児 
量の見込み（人/日） ― 4 4 4 4 

確保方策（人/日） ― 4 4 4 4 

 
 

⑲ 産後ケア事業 

【事業概要】 

退院後の母子に対して、心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができ

る支援体制を確保する事業です。 

【量の見込みの考え方】 

令和４～６年度の産婦数及び事業の利用産婦数とその平均利用日数の実績から、国の手引き

に基づき量の見込みを推計しました。 

【提供体制、確保方策の考え方】 

 令和４年度から母子保健法に基づき、既に本市においても実施している事業ですが、令和６

年子ども・子育て支援法改正により、地域子ども・子育て支援事業として位置づけられたことか

ら第３期計画において、「量の見込み」や「確保方策」等を策定し計画的に進める必要がありま

す。 

産後ケアを必要とする産婦及び乳児に対して心身のケアや育児のサポート等、きめ細かい支

援を実施します。支援を必要とするすべての方が利用できるようにするために、計画的に提供体

制の確保に努めます。 

【量の見込みと確保方策】 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10 年度 令和11 年度 

量の見込み（人日） 54 52 50 49 47 

確保方策（人日） 54 52 50 49 47 
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（オ）教育・保育の一体的提供と推進に関する体制の確保 

① 認定こども園の普及に係る基本的な考え方 

現在の教育・保育の利用状況及び利用希望に沿って教育・保育施設の適切な利用が可能となる

よう、幼稚園、保育所等の施設の意向に即し、認定こども園の移行に必要な施設整備の促進や情

報提供を行い、認定こども園の普及を図ります。 

 

② 幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援 

国の基本指針では、乳幼児の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであると

されています。乳児期から小学校就学前までの一貫した教育・保育や発達の連続性を考慮すると

ともに、小学校への円滑な接続を図っていくことが重要であることから、全てのこどもが楽しく

質の高い学びを受けることができるよう関係者との連携を図ります。また熊毛地区保育連合会

の活動を引き続き支援し、保育園、認定こども園、幼稚園などの施設形態の違いを踏まえた上で、

多様な保護者のニーズに基づき、必要な情報提供、関係機関との連絡調整を適切に行うことで、

子育て支援事業と相まった幼児期の教育・保育の一体的提供を推進します。 

発達段階に応じた質の高い教育・保育及び子育て支援を提供するためには、保育教諭や保育士

等の専門性や経験が極めて重要であり研修等によりその専門性の向上を図ることが必要です。

全てのこどもの健やかな育ちを保障していくために、研修等の充実を図ります。 
 
 

（カ）子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保の内容に関する事項 

幼児教育の負担軽減を図る少子化対策や生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要

性に鑑み、国の施策として幼児教育・保育の無償化を実施するため、子ども・子育て支援法が改

正されました。この改正により、従来から子ども・子育て支援新制度における「子どものための

教育・保育給付」により給付対象とされていた認定こども園、保育所等の保育料が無償化された

ほか、これまで法に位置づけされていなかった新制度に移行していない幼稚園や認可外保育施

設、幼稚園型預かり保育等を利用した際の利用料に対する給付制度が、「子育てのための施設等

利用給付」として創設されました。 

子育てのための施設等利用給付の実施にあたっては、当該給付をはじめとした幼児教育・保育

の無償化の主たる目的である、保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案しつつ、支給方法に

ついて公正かつ適正な支給を担保できる給付を行うとともに、必要に応じ、保護者の利便性向上

等を図るため給付の方法や事務手続の変更について検討します。 

新制度未移行幼稚園の保育料及び幼稚園や認定こども園の預かり保育利用料については、各

施設の協力のもと、無償化のメリットが実感できるよう法定代理受領による給付を基本とし、認

可外保育施設（ファミリー・サポート・センター、一時預かり事業を含む。）の利用料について

は償還払いを基本とします。 

また、子育てのための施設等利用給付の対象施設である、特定子ども・子育て支援施設等の確

認や公示、その後の運営状況の把握などについては、認可権限や指導監督権限を持つ県による立

ち入り調査等にも同行するなど、県と常に連携しながら、特定子ども・子育て支援施設等の情報

の共有と公表を行い、保育の質の向上が図られるよう働きかけます。 
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第７章 計画の推進体制 
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１. 計画の推進に向けて 

本計画は、西之表市のこども・若者・子育て支援に関する基本的な方向性を定めたものです。この

計画に含まれる分野は、保健・医療・福祉、教育、就労・雇用、交通・住宅・環境など様々な施策分

野にわたるため、関係各課が連携し、全庁的に広く取り組む必要があります。 

また、社会・地域・家庭で支え合うことを目指すことから、すべての家庭や事業者、子育て支援活

動に取り組んでいる団体等との連携を深め、情報の共有化を図りながら、事業の推進・調整を行うと

ともに、家庭・地域・学校・企業・行政それぞれが、子育てや子どもの健全育成に対する責任や自ら

果たすべき役割を認識し、互いに協力しながら、こども・若者・子育て支援に関わる様々な施策を計

画的・総合的に推進します。 

 

 

２. 計画の達成状況の点検及び評価 

計画の進行管理に当たってはＰＤＣＡサイクルのプロセスに基づき、施策の実施状況や実施にか

かる費用の使途実績等について各年度において点検、評価を実施します。その際、子育て当事者等の

意見の反映をはじめ、こども・若者・子育て支援に関わる関係者の意見も参考にしながら評価を実施

することとし、点検、評価の結果は「西之表市子ども・子育て会議」に報告し、適正な進行管理を実

施していきます。 

なお、当初の計画に対して「量の見込み」や「確保方策」等に大きな開きが見受けられる場合には、

教育・保育給付認定の状況を踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には、計画の見直

しを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

Do 

Check Action 

（計画） Plan （実行） 

（点検・評価） （改善） 

こども・若者への支援施策構

築のほか、「幼児期の教育・保

育」「地域子ども・子育て支援

事業」の見込み量の設定やそ

の他確保方策等を定める。 

計画の内容を踏まえ、事業を

実施する。 

国や県の動向も踏まえなが

ら、子ども・子育て支援事業

計画の中間評価として分析・

評価を行う。 

中間評価等の結果を踏まえ、

必要があると認めるときは、

見込み量や確保方策の変更

や事業の見直し等を実施する。 
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西之表市子ども・子育て会議条例 

平成 25年７月１日 

条例第 30号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。）第 72条第３

項の規定に基づき、同条第１項の合議制の機関として設置する西之表市子ども・子育て会議（以下「子

育て会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔令和５年条例４号〕） 

（組織） 

第２条 子育て会議は、委員 25人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(3) 子どもの保護者 

(4) その他市長が必要と認める者 

（一部改正〔令和５年条例４号〕） 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 委員は再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 子育て会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長を務める。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 子育て会議は、会長が必要に応じて招集する。ただし、会長及び副会長が選出されていないとき

は、市長が行う。 

２ 子育て会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

（部会） 
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第６条 子育て会議は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、会長が指名する。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、会長の指名する部会の委員が、その職務を代

理する。 

５ 第４条第２項の規定は部会長の職務について、前条（第１項ただし書及び第４項を除く。）の規定は

部会の会議について、それぞれ準用する。この場合において、第４条第２項及び前条第１項本文中「会

長」とあるのは「部会長」と、第４条第２項及び前条中「子育て会議」とあるのは「部会」と、同条第

２項及び第３項中「委員」とあるのは「部会の委員」と読み替えるものとする。 

（関係者の出席） 

第７条 会長又は部会長は、それぞれ子育て会議又は部会において必要があると認めるときは、関係者の

出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 子育て会議の庶務は、福祉事務所において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、子育て会議に関し必要な事項は、会長が子育て会議に諮って定め

る。 

附 則 

この条例は、平成 25年７月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月 29日条例第４号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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西之表市子ども・子育て会議委員 

 

任期：令和 4 年 4 月１日～令和 7 年 3 月 31 日 敬称略 

 分野別 機関（所属）名 氏名 備考 

１ 子育て当事者 一般 柳田 亜紀子  

２  〃  〃 松原 紗奈絵  

３  〃  〃 日髙 ほたる  

４ 教育・保育 西之表市校長協会代表 才川 文秋 榕城小学校長 

５  〃 市内幼稚園代表 榎本 裕美子 榕城幼稚園長 

６  〃 市内保育園代表 新原 浩二 安納双葉保育園長 

７  〃 市内認定こども園代表 中園 正明 若宮保育園長 

８ 子育て支援 西之表市 PTA 連絡協議会代表 小倉 愛子  

９  〃 西之表市母子保健推進員代表 内田 さえ子  

10  〃 西之表市社会福祉協議会代表 種子島 秀洲  

11  〃 西之表市母子寡婦福祉会代表 橋口 綾子  

12 その他（医療） 熊毛地区医師会代表 岩元 二郎 田上診療所院長 

13 〃 （ 〃 ） 西之表保健所保健師代表 片平 マリ 
熊毛支庁健康企画課 
技術主幹兼健康増進係長 

14  〃 （警察） 種子島警察署代表 門田見 和也 生活安全刑事課 

15  〃 （事業主） 事業主代表（商工会） 仁禮 ひとみ  

16  〃 （労働者） 労働者代表（連合熊毛副議長） 時任 豊和  

17  〃 （福祉） 
西之表市民生委員児童委員協議会 
代表 

上籠 明美  

18  〃 （行政） 西之表市副市長 大平 和男  

19  〃 （ 〃 ） 西之表市総務課長 吉田 孝一  

20  〃 （ 〃 ） 西之表市企画課長 森 真樹  

21  〃 （ 〃 ） 西之表市健康保険課長 中里 千秋  

22  〃 （ 〃 ） 西之表市建設課長 奥村 裕昭  

23  〃 （ 〃 ） 西之表市学校教育課長 常山 隆治  

24  〃 （ 〃 ） 西之表市社会教育課長 古市 善哉  

25  〃 （ 〃 ） 西之表市福祉事務所長 下川 昭代  
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